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特集　「人口減少社会における包摂と継承 ― 最先端秋田からの提言」

序文

国立社会保障・人口問題研究所によると、わが国の人口は明治維新直後の 1872 年で
約 3,480 万人であったが、その後、約 150 年の間に約 3.7 倍の人口増加を経て、2002
年には約 1 億 2,800 万人に達した。ただその年をピークに人口減少に転じ、2050 年に
は約 9,500 万人、そして 2100 年には約 5,000 万人を割り込むと推計されている。また、
各種医療技術の発展、生活環境の整備や食生活の改善等により乳幼児死亡率が激減し、
さらに平均寿命も大幅に伸びており、その結果総人口における高齢人口の割合が増加し
ている。その一方で、15 歳から 65 歳および 15 歳未満の人口は減少し続けており、わが
国は人口減少とともに超高齢化社会に突入している。

産業革命以降の急激な人口増加とその後の人口減少・高齢化はどの先進諸国も遭遇し
ている社会現象であるが、わが国のそれは極めて先鋭的である。その意味でわが国の今
後の人口減少・高齢化対策はやや大げさに言えば他国の人口減少・高齢化社会のありか
たを先導するモデルとなり得る。

さて、今後の具体的取り組みであるが人口減少・高齢社会に対応すべく国レベルで安
全保障、社会福祉、教育、そして経済政策等においてどのように制度設計をするのか、
が問われている。また、その議論を踏まえて、地方における人口減少・高齢社会対応も
各地域文脈で議論される必要がある。多くの地方においては人口流出、特に若年層の人
口流出に歯止めがかからず、出生率が底止まりしたままである。さらに多くの小規模自
治体の存続自体も危ぶまれ、2040 年までに 896 の自治体が消滅するという予想も出され
た。（増田 2014）。

秋田県の人口減少・高齢化率は全国最速で進行しており、どの自治体も人口減少・高
齢化対策を最重要政策課題の最上位に位置付け、様々な対策を講じているが、これと
いった成果が未だ見えていないのが現状である。

このような現状を踏まえて国レベルでは期間や必要技能も限定付きながら外国人材の
受け入れを大幅に拡大する政策にシフトした。実際、国内外国人居住者数は年々増加
しており、過去 10 年間の統計に限って言えば 2008 年の約 214 万人から 2018 年には約
263 万人に増加しており、今後この傾向はさらに加速すると思われる。ちなみに秋田県
における外国人労働者数は 2013 年には約 1,300 人であったが 2017 年には約 1,700 人
と増加しており、これをさらに拡大すべく、秋田県では 2018 年 10 月に県内企業におけ
る外国人労働者の受け入れ拡大を検討する秋田県外国人材活用促進連絡協議会を立ち上
げ、外国人労働力確保に向け動き始めたところである。



ただ、従来、外国人材受け入れ拡大は労働力確保の点からのみで議論・推進されるこ
とが多く、これら人々の生活の質、地域コミュニティとの関係性、さらにそれらの人々
が地域社会で果たす、より積極的な役割、将来の定住を見据えた支援のあり方といった
議論はあまりされてこなかった。国・地方レベルで労働力確保だけではなく、外国人材
が地域社会にどのように溶け込み、どのように多様な人々による新たな地域社会を形成
するのか、その為にどのようなハード・ソフト面における環境整備が必要なのか、が議
論されなければならない。

本特集では本学のアジア地域研究連携機構が 2018 年に獲得した競争的研究資金、日
本学術振興会の「課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業」実社会対応プ
ログラム：「人口減少社会における包摂と継承−最先端秋田からの提言」のテーマの下： 
1）ケア労働の変容と地域：外国人材の受け入れ、2）戦略的な外国人材の受け入れ、 
3）地域の祭礼：伝統文化の継承と外国人受け入れ、の三つの切り口で先行研究精査の報
告と今後の研究の方向性を取り上げる。

本研究では人口減少・高齢化社会における外国人材の役割に注目し、企業だけではな
く地域社会がそれら人材を包摂し、新たな地域社会を形成するためには何が必要かを探
るために大学と行政が協働で実施するアクションリサーチである。本特集では今後の研
究そして議論の土俵設定を行い、その後県内各地で聞き取り調査を行う予定である。本
研究の遂行に当たって関係諸氏のご協力を乞う次第である。
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巻頭写真　大晦日の伝統行事「男鹿のナマハゲ」への受け入れ
（男鹿市・椿双六地区、2018 年 12 月 31 日）

「冒険に出掛けるようなワクワク、ドキドキした感覚と共に、受け入れて頂いた方々の
ご期待に添える演技ができるか心配でもあったが、私にとって『男鹿のナマハゲ』行事
への参加はもっとも思い出深い体験となった。伝統的行事に参加する機会を与えて頂
き、私がどんなに幸運だと感じたかは言葉で言い表すことができない。」
 （キリアコス・アナスタシウ、国際教養大学専門職大学院学生）

“From excitement and sense of adventure to worrying whether my performance meets 
theexpectation of my hosts, my Namahage experience remains among the most memorable.
Words cannot describe how fortunate I feel being given the chance of participating in 
anotherwise exclusive traditional event.”
　　　　Kyriacos Anastasiou (Graduate School of Global Communication and Language,
　　　　Akita International University)
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要旨
　当班の調査研究は、アジア地域研究連携機構が 2014 年度から 2016 年度にかけて行っ
た「外国人介護人材受け入れに関する調査研究プロジェクト」を発展させるものである。
同プロジェクトが実施された当時、外国人介護人材受け入れの仕組みは経済連携協定

（EPA）に限られていたが、その後わずか 3 年の間に、新たに在留資格「介護」の創設、
技能実習制度の介護職への適用、そして特定技能制度の創設と、3 つの受け入れ制度が
加わった。こうした急激な環境変化を受けて、秋田県内外の受け入れの動きや課題、可
能性をあらためて調査し、有効な受け入れ策の提言を行うことが今後の目標となる。本
稿ではこの新たな動きを概観するとともに、県内で新たに外国人介護人材の受け入れを
始めた法人・施設への聞き取り調査の概要を記す。
キーワード：外国人材、介護人材、経済連携協定（EPA）、技能実習制度、日本語教育

Abstract

This study builds upon a previous Institute for Asian Studies and Regional Collaboration (IASRC) 

research project on foreign care workers (FY2014-16).  At the time of the previous project, 

Economic Partnership Agreements (EPAs) with a few countries were the only mechanism that 

allowed acceptance of foreign care workers in Japan.  However, three new mechanisms have since 

been established for this purpose.  The latest project aims to understand the responses of local 

governments and businesses to this rapid policy shift and analyze the challenges and opportunities 

for the acceptance of such workers in Akita Prefecture.  This article provides an overview of the 

shifting policy landscape and discusses the findings of onsite interviews conducted at a facility in 

Akita that has become the second in the prefecture to accept foreign care workers through EPAs.

Keywords: Foreign workers, care workers, Economic Partnership Agreements, Technical 
Internship Program, Japanese language education

Foreign Care-workers and Newly Expanded Acceptance Policies

AKIBA Takeshi, SHIMA Chiharu, HASHIMOTO Yosuke

外国人介護人材受け入れの動向～拡大・分化する制度のもとで
秋　葉　丈　志・嶋　ちはる・橋　本　洋　輔
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Ⅰ�．当班のこれまでの取り組み（2014 －
16 年の概要）
当班の教員メンバー（秋葉、嶋、橋本）

は、先に、2014 年度から 2016 年度にか
けて国際教養大学アジア地域研究連携機
構内に設けられた学内横断型研究プロ
ジェクトである「外国人介護人材受け入
れに関する調査研究プロジェクト」（以下

「先行プロジェクト」）のメンバーとして、
秋田県内外における外国人介護人材の受
け入れについて研究を行ってきた 1）。今
回の実社会対応プログラムにおける 1 班

（外国人介護人材受け入れ）の調査はこの
先行プロジェクトを発展させるものであ
るので、先のプロジェクトの主な成果を
述べたうえで、今回の研究の経過につい
て報告する。

先のプロジェクトでは、当時唯一外国
人介護人材受け入れの制度として存在し
たEPA（経済連携協定）による介護人材の
受け入れについて調査を行った。これは、
秋田県内で唯一、この制度による受け入
れを行ってきた医療法人の施設で働く看
護師・介護福祉士候補生の日本語教育を、
国際教養大学の日本語教員が請け負って
いたことが背景にある。こうした学内の
経験・知見を、今後拡大の見込まれる外
国人介護人材の受け入れに備え、生かせ
るのではないかと考え、政策的関心と現
場での実践を架橋する学内横断型の研究
プロジェクトを立ち上げたのである。

同プロジェクトでは、2014 年度には主
に学内外の関係者を交えた研究会（計 4
回）を開催し、その記録を 2014 年度報告

書にまとめている。翌 2015 年度は、さら
に 2 回の研究会を開催したほか、外国人
を雇用した経験のある県内の施設をいく
つか訪問し、聞き取り調査を行った。ま
た、外国人介護人材を対象とした日本語
教育や資格取得支援を行っている県外の
2 団体も訪問し、聞き取りを行った。さ
らにこの年の取り組みで一番重要だった
のは、秋田県の側面支援も得て、県内の
介護施設等を対象に、広く、外国人材受
け入れについての考えや課題を問うアン
ケート調査を実施したことである。これ
ら一連の調査を踏まえて、2015 年度末に
は秋田県での受け入れの課題や対応の方
向性を示す「外国人介護人材受け入れに関
する提言」をプロジェクトメンバーで取り
まとめた。そして、上記各調査の記録と
合わせて、年度報告書として公刊した。

2016 年度にはこれらの成果を広く共有
するために、秋田市の魁ホールにて公開
シンポジウム「インドネシア・フィリピン
からの介護人材受け入れ～秋田での課題
と可能性」を開催した。前半では当班によ
る報告のほか、有識者 3 名の報告を行い、
後半では、県内の介護施設で働く介護福
祉士候補生 2 名や、当時初めての候補生
を受け入れる準備をしていた医療法人正
和会の関係者（玉井氏 2））を交えたパネル
ディスカッションを行った。この内容は、
シンポジウムと同名の報告書に取りまと
め、公刊した 3）。
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Ⅱ�．2016 年以降の制度変化と秋田県内
の導入状況
先行プロジェクト以降、外国人介護人

材の受け入れについて国レベルで急激な
制度変化・環境変化が起きている。それ
ゆえに、新たな状況を反映した調査研究
が求められている。以下、その要点を述
べる。

１�．EPAによる受け入れの拡大と合格率
の変化
EPA による受け入れは当初インドネシ

アとフィリピンに限られ、2016 年度時点
でも秋田県内での受け入れ実績はこの両
国に限られていた。このため 2016 年度に
先行プロジェクトで行った公開シンポジ
ウムも「フィリピン・インドネシアからの
介護人材受け入れ」というタイトルだっ
た。しかし、国は 2014 年度からベトナム
との合意に基づき同国からも看護・介護
人材の受け入れを始めており、同年に 117
名の介護福祉士候補者が入国したのを皮
切りに年に一度の受け入れの人数は漸増
し、2017 年度は 181 名が入国している 4）。

ベトナムからの介護人材の受け入れは、
受け入れの人数を増やしただけではな
く、質的な変化を伴っていた。というの
も、入国前に必要な研修や日本語能力の
要件が先行する 2 か国に比べて引き上げ
られていたからである。フィリピン・イ
ンドネシアからの介護人材受け入れに際
しては、制度創設当初から、施設側に日
本語教育、またそれと並行して国家資格
取得の対策を行うことを求めている点が

不安視されていた。期限内に国家資格を
取得できなければ帰国となる仕組みと合
わせ、施設にとっても、受け入れた候補
生にとっても、またこうした教育のため
に勤務シフトの配慮をしなければいけな
い他の職員にとっても、負担が大きいと
されたのである。こうした困難はその後
数字となって表れることになる。フィリ
ピンやインドネシアから受け入れた候補
生は国家資格取得に軒並み苦労し、受け
入れ人数に比して、国家資格を取得でき
た人数が低迷している。たとえば、2008
年度に 104 名が入国したインドネシアか
らの介護福祉士候補生のうち、本来の受
験年度である 2011 年度に国家試験に合
格したのは 35 名に留まる。特例で翌年度
に再受験して合格した者も 10 名いるが、
今日に至るまでこの第 1 陣は 94 名が受
験して 47 名が合格（受験者中の累積合格
率 50 .0％、受け入れ人数に対する合格率
32 .4％）。またフィリピンからの第 1 陣は
2009 年度に 217 名の介護福祉士候補者が
入国したはずだが、本来の受験年度に合
格した者 40 名、翌年の再受験に合格した
者 6 名、今日までに 139 名が受験して 54
名が合格（受験者中の累積合格率 38 .8％、
受け入れ人数に対する合格率 24 .9 ％）と
低迷している。受け入れた候補生のうち
3−4 名に 1 名しか国家資格の取得を望め
ない状況となっていた。実際、秋田県内
で当時 EPA による受け入れを行っていた
施設でも、様々な理由による途中帰国な
どもあって、国家資格取得に至る候補生
は（看護師国家試験合格という快挙を成し
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遂げたインドネシア人候補生 1 名の例を
別として）なかなか現れていない。

こうしたことを受けて、後続のベトナ
ムとの協定では、候補生には来日前に 12
か月という長期の日本語講習が義務付け
られ、かつこれを経て日本語能力試験N3
級に合格した者だけが来日できるという
要件が設けられた。従来の候補生が日本
へ来てから習得を目指していたレベルの
日本語能力をすでに身に着けた状態で来
日するわけである。こうした要件厳格化
のためか、ベトナムからの候補生の第 1
陣では、2014 年度に 117 名が入国したの
に対して、本来の受験年度である 2017 年
度（初回受験）の時点で 95 名が国家試験
を受験し、うち 89 名が合格したのであ
る。1 回目の受験で累積合格率 93 .7 ％、
受け入れ人数に対してもすでに 76 .1 ％
が合格したことになる。同年度に初回受
験となったインドネシアからの候補生

（2014 年度入国組）の合格率が 43 .5 ％、
フィリピンからの候補生（2014 年度入国
組）の合格率が 40 .2 ％であったことに比
して、突出した数字である。

２�．技能実習制度の適用と「介護」ビザの
創設（2017 年施行）
先行プロジェクトの最終年度である

2016 年には、外国人介護人材の受け入れ
について、新たに 2 つの制度の導入が決
まった。一つは在留資格「介護」の創設で
あり、もう一つは技能実習制度の介護職
への適用である。いずれも 2016 年に関連
法案が国会を通過し、2017 年から施行さ

れた。
在留資格「介護」は、国内の介護福祉士

養成機関を卒業した留学生が、介護福祉
士の国家資格を取得すれば、在留資格「介
護」に切り替え、日本で働いていくこと
のできる仕組みである。既に国内では多
くの分野（特に外食産業やコンビニなど）
で「留学生」を事実上の労働力として雇用
しているわけであるが、在留資格「介護」
は在学中のみならず卒業後も働ける点に
特徴がある。国の留学生受け入れ拡大政
策と合致し、日本人学生の定員確保に苦
労する関係教育機関にとっても一定の救
いとなることが期待できる仕組みである。
この制度が導入されて以来、自治体ある
いは教育機関、あるいは社会福祉協議会
といった団体が、留学生を受け入れてこ
れを奨学金などで支援し、その引き換え
に在学中から卒業後一定期間にかけて地
元の介護施設で働いてもらう仕組みを導
入する動きが相次いだ（後述する中部学院
大学の取り組みもその一例と言える）。

また技能実習制度は適用職種が政令に
より決まっているが、これを「介護」に
も適用することになった。合わせて、従
来 3 年を限度としていた実習期間が、優
良な監理団体についてはさらに 2 年延長
し、5 年まで認められるようになった。技
能実習制度は、EPA のような二国間協定
に縛られず、語学やスキルの要件も緩い

（そもそも技能の習得と移転が目的の制度
である）。それだけに、来日希望者にとっ
ても施設にとってもハードルが低く、多
くの人材の確保を企図できる制度である。
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但し、同制度はこれまで製造業で多く活
用される一方、対人サービスを中心とす
る職種へ適用されたのは今回の「介護」が
初めてである。それだけに、他の職種の
ように語学を後回しにすることはできず、

「介護職の固有要件」として、語学と職業
経験について、他の職種にはない要件も
付された。EPA の場合と比べて、どの程
度の能力を持った人材がやって来るか、
また施設や地域に求められる受け入れ態
勢は異なるか、注意を要するものである。

３�．特定技能制度の創設（2019 年施行）
2018 年になって政府は単純労働の分野

で初めて外国人労働者を正面から受け入
れる方針を表明、その後、急ピッチで法
案の検討や国会審議が進められ、「特定技
能」制度の創設が決まった。これは、政令
により定められた職種（当面は、介護や外
食、建設など 14 職種）で、外国人を労働
力として入国させ、5 年間雇用できるも
のである。従来、日本は高度技能人材に
ついては外国人労働者を受け入れていた。
しかし、非熟練労働（単純労働）について
は、技能実習生や留学生が事実上の労働
力として機能していたものの、労働者と
して正面から入れることをしてこなかっ
た。それがついに、労働力不足を補う手
立てとしての外国人労働者受け入れに舵
を切ったのである。

最初に指定された 14 職種の中でも介護
は、国内の労働需給における不足見込み
人数、またそれに伴う受け入れ予定人数
とも、最大の数となっている。政府の試

算によれば、介護職では現時点では 6 万
人の人材不足、5 年後には 30 万人の不足
と見込んでいる。そこで、介護職につい
て初年度（2019 年度）には 5000 人の外国
人材を、今後 5 年間の間には 5～6 万人
の外国人材を特定技能制度により受け入
れる見込みとしている。3 か国からのEPA
による受け入れ人数は 5600 人超（2018
年 8 月末時点）とのことであるが 5）、これ
に匹敵する人数を初年度で、またその 10
倍の人数を 5 年で受け入れようという計
画であるから、これまでの受け入れの仕
組みに比べてどれほど規模が大きいかわ
かるであろう。

特定技能による受け入れは、新たに創
設される技能試験・日本語試験に合格し
た外国人が対象となる。このほか、技能
実習からの移行も認められ、この場合、
技能実習最大 5 年と特定技能の 5 年を合
わせて、10 年間の長期就労が認められる
ことになる。そもそも試験による受け入
れの前提となる職種ごとの技能試験はま
だ多くの職種について構築中であり、当
面は技能実習からの移行が主になると考
えられている。

４．秋田県内の状況
秋田県内における外国人介護人材の受

け入れは、関心が高まりつつあるが、実
際の事例は少ないのが現状である。

EPA による受け入れについては、制度
創設の初期から継続的に受け入れを行っ
ている湯沢市の医療法人のほか、2017 年
度からは潟上市の正和会がフィリピン人
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介護福祉士候補生の受け入れを始めてい
る。湯沢市の医療法人による受け入れに
ついては、先行プロジェクトで経営者を
招いての研究会などを行っており、同プ
ロジェクトの各報告書で現場の様子や課
題を掲載している。正和会は、今回のプ
ロジェクトに協力していただいており、
次節で現状を取り上げる。

2017 年度に施行された「介護」ビザに
ついては、県内初の事例として、秋田市
の医療法人が経営する介護施設で中国か
ら来日した男性が就労している。この男
性は、同市の日本赤十字秋田短期大学の
介護福祉学科に留学し、卒業後「介護」ビ
ザに切り替わった。県内でのメディア取
材や外国人材受け入れに関するシンポジ
ウムなどにも積極的に登壇し、日本語で
プレゼンテーションや質疑応答も行うな
ど、日本語能力も高い。なお、この男性
によれば、留学から就労まで多額の資金
を要し、同法人からの奨学金が頼りだっ
たという。特に、短大卒業後、在留資格

「介護」に切り替わるまでの間、就労でき
ず、この期間のサポートが不可欠だった
とのことである。

技能実習制度の適用については、全国
的にも当初想定より事例が少ないとされ
ているが、特に秋田県ではまだ適用事例
がないと思われる。そもそも、秋田県内
には技能実習の監理組合が 13 あるが、一
つを除いてすべての組合が、繊維関係の
職種に受け入れを限定し、相手国は中国
が中心である。従来、秋田県内で技能実
習生と言えば、縫製工場で働く中国人、

がほとんどだったのである。ただ、2019
年 3 月に至り、秋田市に設立されたばか
りの監理組合が介護職の扱いも始めるこ
ととなった。また、この組合はベトナム
からの人材受け入れを行っている。外国
人材受け入れに関心を持つ施設の多くが
技能実習制度による受け入れを想定して
いると考えられる 6）こともあり、県内に
これを扱う監理組合が登場したことと合
わせて 7）、近い将来、受け入れ事例が出
てくると思われる。

なお、特定技能制度については、受け
入れのための初めての試験がこの 4 月に
マニラで行われたところであるが、3 月の
受験申込の開始当日に定員 125 名に達し、
急遽試験日程が増やされ、5 月下旬から 6
月下旬にかけても 3 回試験を実施し、定
員は 745 名となる予定とのことである 8）。
今後この制度による来日も急増すると見
られ、秋田県での受け入れ施設も出てく
ることが予想される。

５�．制度乱立と受け入れ拡大による課題
先行プロジェクト当時と比べて、新た

に 3 つもの受け入れの制度が今年度まで
に創設されたことになり、それぞれの制
度ごとに受け入れの要件や、受け入れ後
の就労・在留資格、制度的に（就労継続の
要件として）求められる日本語能力や介
護技能が異なっている。このことは、受
け入れ現場に新たな課題を生じさせるこ
とも予想され、以下のような点について、
調査をしていく必要がある。

まず、受け入れ施設において、制度の
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違いを理解し、それぞれの制度に対応し
た受け入れ態勢を同時に整えていくこと
ができるのかどうか。たとえば、EPA と
技能実習両制度により、外国人材を受け
入れるとする。一方の EPA は、送り出し
国の看護学校を卒業していることなど相
当の学歴・技能を持つことが応募の要件
とされているうえに、来日後は国家資格
の取得を目標としなければならず、施設
側で整えなければいけない学習支援態勢
や職場側の柔軟性の要求水準が高い。他
方の技能実習は、現実として多くの場合
高い水準の技能は求められておらず、介
護職の場合は一応日本語能力試験 N4 相
当を応募の要件としているものの基本的
に日本語能力の要求水準が低い 9）。また、
特定技能に移行する可能性があることは
別として、基本的には 3 年か 5 年で母国
に戻る前提の制度である。従って、施設
側で整えなければいけない支援態勢等の
要求水準は低い（それゆえ、中小規模の企
業でも利用可能なのである）。この両極に
ある制度で受け入れた外国人材を施設側
で区別して対応していくことはできるの
だろうか。

どの外国人材がどの制度で入国し、雇
用されているかは、外見上は明らかでな
い。施設の職員にしても、利用者にして
も、これを区別することはできないし、
仮に誰が実習生で誰が EPA で受け入れ
た候補生かが知らされたとしても、それ
がどう違うかの理解を求めることは特に
利用者については難しいだろう。となる
と、EPA で受け入れた者と技能実習で受

け入れた者の間で求められる技能の水準
などが違うのに、周りから同一視される
恐れはないか。「あっちの外国人はこうい
う仕事もできるのに、こっちの外国人は
全然できない」とか、「あっちの外国人は
しょっちゅう研修や自習の時間が認めら
れているのに、こっちの外国人は働かさ
れるばかりだ」といった誤解が生じないだ
ろうか。さらには、外国人自身が、他の
制度で受け入れられた外国人と自らを比
較して不満や優劣の意識を持つことにな
らないか。

こうしたことから、異なる制度を施設
側がどう活用していくのか、実情を知り、
上記のような負の効果が生じない方策を
知ることは、各受け入れ制度の成否にも
関わる重要な調査事項である。施設間で
異なる制度を活用する「棲み分け」が行わ
れるのか、あるいは混在を認める場合に
は、異なる制度について職場内あるいは
利用者との間でどういう理解醸成を行う
のか。

また、受け入れる施設だけでなく、地
域への影響も異なってくる。EPA は少人
数の選ばれた外国人材がごく一部の地域
に入ってくる仕組みである。たとえば、
県内では現状 2 施設で、年に 2 名程度受
け入れるかどうかの規模である。これに
対して技能実習制度や特定技能は、広く
中小規模の企業の人材不足を補う制度と
して機能することが想定されており、各
地により多い人数が入ってくることにな
る。しかもその場合の語学や技能の水準
はEPAの場合よりも低い。
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こうした人材の受け入れの影響は企業
の中に留まるものではない。外国人労働
者は職場の中で仕事をするだけの存在で
はないからである。買い物や娯楽のため
に街に出ることもあるだろうし、住まい
が職場の外であれば生活者として、ご
み出しや生活騒音など日本社会の様々な
ルールに対応もしていかなければならな
い。また、5 年、10 年といれば、病気や
けがをして、病院にかかることだってあ
るだろう。こうしたすべての部面で、拡
大する外国人材の受け入れに、地域と職
場がどう対応していくのか、考えなけれ
ばいけない。

Ⅲ．医療法人正和会における受け入れ
秋田県内では従来、湯沢市の法人が唯

一 EPA 制度による外国人材の受け入れを
行ってきたが、2017 年度、潟上市に本拠
を置く医療法人正和会が同じく EPA に基
づき、フィリピン人介護福祉士候補生の
受け入れを始めた。医療法人正和会は秋
田県潟上市に本拠を置き、1959 年に開設
された小玉医院を中核として、整形外科
や歯科診療所、病院、介護老人保健施設
や訪問看護ステーション、グループホー
ムなど 19 事業所を有する県内有数の規模
の医療法人である 10）。同法人では、傘下
の介護老人保健施設・湖東老健（五城目町）
で候補生の受け入れを行っている。

そこで当班では、正和会の受け入れ責
任者に研究班への参加をいただくととも
に、正和会（とその傘下の施設）での受け
入れの様子について、継続的に調査を続

けていくこととなった。まずは初回の聞
き取り調査を今年 2 月に現地で行ったと
ころであり、その結果とともに下記に述
べる。

１�．正和会における受け入れの経緯と受
け入れ状況
正和会については、先行プロジェクト

において 2015 年度に法人本部を訪問さ
せていただき、当時受け入れの検討を進
めている段階でのお話を伺った。また、
2016 年 11 月に開いた公開シンポジウム
では、正和会の受け入れの責任者である
玉井氏にパネルディスカッションのパネ
リストとしてご登壇いただき、初の外国
人材を受け入れる直前の考えを聞くこと
ができた。

いずれの場合も、玉井氏や施設関係者
は、EPA による受け入れのきっかけは人
材不足を補うということではなく、これ
からの時代を見据えて国際化へ取り組む
気持ちや、職場への新たな刺激というこ
とを強調していた。2015 年度の調査の際、
玉井氏は「介護人材が国際的に活躍する機
会を提供できると考えた。介護・福祉分
野に夢を持たせたいという思いがあった」
との希望を語り、2016 年度のシンポジウ
ムでも同氏は、受け入れの検討に当たっ
て法人内では「人材不足という話は全く出
て（こなかった）」と述べて、「国際貢献と
か、国際交流とか…職場環境、現在日本
人だけ（の）職場環境へのちょっとしたア
クセントになる」ことへの期待、法人とし
ての今後の展開の「先駆者として働いてく
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れる人材」への期待を述べていた 11）。

２�．正和会における日本語指導
正和会での日本語支援では、国際教養

大の日本語教員が月一回の訪問指導と、
それとは別に月一回のビデオ通話による
指導を行ってきた。また、訪問指導を
行った際、正和会側で候補生の指導を担
当している介護科主任の加藤香氏と打ち
合わせを行い、どのような指導を行って
いるのかといった現状確認や、どのよう
な指導が望ましいのかといったアドバイ
スを行い、今後の方針などを話し合って
いる。

毎月行われる訪問指導およびビデオ通
話指導では、目的別日本語教育の手法が
用いられている。まず候補生および施設
に対しニーズ調査を行い、目指すべき
ゴールの明確化と、必要となる能力を特
定した。その中で、国家試験対策が大き
なウェイトを占めることもあり、訪問指
導やビデオ通話指導では、日本人も使う
国家試験対策の問題集を用いて指導を行
うとともに、日本語能力試験N3 ，N4 の
受験対策指導も行ってきた。その際、教
師による授業という形で指導できる時間
は限られるため、候補生自身が、自分で
勉強を進めていける力をつけられるよう
学習支援が行われている。

正和会では候補生自身が主に国際厚生
事業団（以下、JICWELS）提供の教材を
使い勉強する時間が毎日設けられている。
その際に出た質問などは指導担当者に聞
いて解決するか、教養大の教員が訪問し

た折に解決する態勢がとられている。ま
た、国家試験対策に加え、指導担当者の
もとで、介護記録の記入を想定し、日々
の仕事の記録を日本語で書く練習も行わ
れている。

３�．聞き取り調査から
当班では 2019 年 2 月に、秋葉と嶋が正

和会のもとにある介護老人保健施設「湖東
老健」を訪ね、正和会（法人本部）の外国
人材受け入れ責任者、また EPA により受
け入れた外国人スタッフ 3 名（2017 年度
1 名、2018 年度 2 名、いずれもフィリピ
ンからの介護福祉士候補生）が働く湖東老
健の事務長である加藤稔樹氏、また、同
施設で候補生の支援を担当する職場の指
導担当者、そして候補生 2 名に、聞き取
り調査を行った。その結果、受け入れ態
勢が整っている現場で、候補生もかなり
前向きに働いている状況が感じ取れた。

以下、職場内と職場の外での生活に分
けて、聞き取り調査の概要をまとめたい。

（1）職場での様子（業務内容、サポート
態勢、職場内のコミュニケーション、利
用者とのコミュニケーション、日本語学
習等）

まず、職場環境が候補生の職場への適
応に有利に作用していることがわかった。
まずこの施設で EPA 候補生が担当する利
用者が決まっている（利用者 12 人が入る
ユニットを担当している）ことで、利用者
とは顔見知りになり、また、他のスタッ
フとの情報共有がしやすくなっている。
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また、ユニットが限定されていること
で、常に日本人の同僚がそばにいて、目
が行き届く状況にあるとのことである。
介護の方法や利用者とのコミュニケー
ションなどで何かわからないことがあっ
ても、すぐに助けを求められるように
なっている。たとえば、利用者の使う秋
田弁が理解できないという状況に EPA 候
補生が直面することもあるとのことだが、
その場合であっても近くに日本人同僚が
いるため、すぐに聞いて解決でき、大き
な問題にはならないという。

EPA 候補生に求められる日本語習得へ
の支援態勢も手厚い。上述のように、正
和会は国際教養大の教員の助言と定期的
な指導を受けているが、施設側でも、毎
日候補生のために学習時間を確保してお
り、JICWELSの定める標準的な学習プロ
グラムを念頭に、計画的な学習を奨励し
ている。特に 2017 年秋に、最初に受け入
れた候補生（1 名）については、スタッフ
の責任者が付きっ切りで学習していたと
いう。2018 年秋に受け入れた 2 名につい
ては、「先輩」候補生も「後輩」の学習のサ
ポートを行ってきたとのことである。

受け入れ施設がサポートを担当する職
員を固定したことは効果的であったよう
である。施設のスタッフによれば、指導
者が毎日変わると候補生も迷ってしまう
のではないかと考え、候補生に限定され
たユニット担当することなどと合わせ、
施設長の斎藤晴樹氏や施設全体で考え、
そのような支援態勢を組むことにしたと
のことである。

こうしたことから、現場で必要となる
日本語について、候補生の習得のペース
は速く、職場への適応も順調なようであ
る。実際に秋葉・嶋は聞き取りの大半を
日本語で行ったが、就労開始から半年足
らずであるにも関わらず候補生はそのか
なりの部分を理解し、かつ日本語で応じ
たのである。

なお、候補生はいずれもフィリピンで
看護師であったが、介護の仕事は看護と
は異なり、看護の知識はあまり役立たな
いとのことであった。また、本人たちの
感覚として、N4 かN5 の日本語レベルで
は「仕事できない」とのことである。技能
実習制度による介護人材の受け入れは入
国時にN4 レベルでよいとされているが、
どうなるであろうか。

また、施設関係者によれば、日本語学
習をする中で日本語に関する質問を受け
てもなかなか説明しきれない部分があり、
候補生が日本語を専門的な教師から学べ
る場がもう少しあるとよいとのことで
あった。東京都や宮城県が EPA 候補生に
対する教育支援の場を提供する取り組み
を行ってきたように、公的な支援態勢の
充実が待たれるところである。

（2）職場外での様子（生活環境、生活支
援、地域との接点等）

まず生活環境について、フィリピン人
の多くにとってカトリック教会が重要で
あるとの前知識があったことから、教会
について尋ねたところ、候補生 2 名とも
大変重視していることがわかった。1 名は
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秋田市にあるカトリック教会へ電車で通
い、もう 1 名は、宗派の関係で、離れた
土地の教会へ休日に数時間かけ、電車を
乗り継いで出かけていくようである。両
名のこの事情について、同席した職場関
係者もよく理解しているようであった。

この施設について際立っているのが、
日常の生活支援の手厚さである。買い物
や医療、遠方へ出るときの駅への送り迎
えなども、施設の職員が業務時間外で
もサポートしている。候補生の住まいか
らスーパーへ自転車で買い物へ行くこと
もできるが、雪の深い冬などはそれもま
まならないなかで、施設側が交通手段を
補っているようである。

候補生にとって大切なこうした生活支
援については、施設の事務長、そして候
補生の指導担当者が相談窓口となってお
り、候補生も、この両名を全面的に信頼
しているようである。

なお、課題の一つとして、アクセス可
能な地域に日本語教室 12）が存在せず、職
場以外での日本語学習の機会はないのが
現状とのことである。

家族や友人とのコミュニケーションに
はソーシャルメディアを多用しており、
遠隔学習や娯楽（「フィリピンのテレビを
ネットで見る」）にもインターネットが必
要であることと合わせて、インターネッ
ト環境の確保は重要である。

（3）その他
候補生は、EPAの同期で来日したグルー

プとは集合研修等で親しくなっており、

現在も SNSなどで連絡を取り合っている
という。その中で、職場環境についても
やり取りがあり、正和会の候補生によれ
ば、正和会のような仕事や生活のサポー
トがない候補生仲間もいるとのことであ
る。こうした他の候補生の状況と比較し
ても、正和会の候補生は、正和会の施設
における受け入れ・サポート態勢を手厚い
ものと認識し、感謝しているようだった。

但し、聞き取り調査の段階で急に問題
として浮上していたのが、介護職特有の

「腰痛」への候補生の不安である。それま
で順調に施設の仕事に順応し、対外的に
も施設の受け入れの「顔」として活躍して
いた受け入れ第 1 号のフィリピン人候補
生が、腰痛をきっかけに仕事を続けるこ
とに強い不安感を抱くようになり、休職
して一時帰国したとのことである。職場
の受け入れ責任者によれば、多くの日本
人スタッフも腰痛には直面し、それぞれ
に対応をしながら仕事を続けているとの
ことであるが、一時帰国した候補生の不
安を取り除くことは難しいという。その
後、3 月末付で、この候補生は退職するに
至った。

手厚い支援態勢を整えて、優秀な候補
生が順調に適応しつつあるように見えて
も、本人も周囲も予期しなかったところ
で、困難が生じることもある一例である。
介護という職に伴う「腰痛」などのリスク
やそれへの対応についても、今後は候補
生やその家族に伝えていかなければなら
ないのだろうか。
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４．今後の方向性
正和会では、EPA による受け入れを今

後も続ける意向であるが、近年、全国的
に受け入れを希望する施設が増えていて、
国の受け入れ定員を大きく超えていると
いう。このため、直近のマッチング（受け
入れ希望施設と利用者の照合）が成立せ
ず、受け入れが実現していないという。

こうした中、技能実習生の受け入れも
具体的に検討しており、インドネシアから
実習生を受け入れる予定とのことである。
但し、受け入れ施設はEPA 候補生を受け
入れている施設とは別になるという。

いずれにしても、複数制度の活用のあ
り方を検証する先進事例となろう。

Ⅳ．当班のその他の取り組み
なおこれ以外に当班では、2 月に研究メ

ンバー（秋葉、嶋、橋本、佐野 13））が、秋
田県老人福祉施設協議会が主催した県内
の施設長向けの研修会で、外国人介護人
材の受け入れについて講演を行った。先
行プロジェクトの時点では県内で外国人
材受け入れへの関心はまだそれほど高く
なかったが、今回は、県の社会福祉協議
会が管轄する県老人福祉施設協議会が 14）、 
2 日間に渡って外国人材の受け入れを
テーマとした全県の施設長向けの研修が
行われたのは大きな変化である。この研
修の場を通じて人的つながりもさらに深
まり、今後の当班の研究にとっても有益
な展開であった。

また、3 月には秋葉と嶋の 2 名で、中
部学院大学（岐阜県関市）を訪問し、同大

学の人間福祉学部・飯尾学部長や地域連
携推進センターの関係者への聞き取り調
査を行った。同大学では、2018 年に、ベ
トナムから介護福祉士の取得を目指す留
学生 12 名受け入れている。留学生別科で 
1 年間の日本語教育を受けた後、短大の
学科で介護を学び、この間、地域の連携
事業者のもとで就労経験も積み、卒業・
資格取得後も事業者のもとで一定期間働
くという仕組みである。

この聞き取り調査の結果は、他の事例
や全国的な動向とともに、別の機会に紹
介したい。

Ⅴ．当班の今後の計画
当班では、上記Ⅱ．で述べた課題や問

題意識をもとに、今年度は以下のような
調査を予定している。まず、先行プロ
ジェクトで行ったような、県内施設に対
する広範なアンケート調査を、この間の
新たな制度の創設や全国的な議論の高ま
りといった急激な環境変化を受けて、あ
らためて行いたい。県内の施設の意識が
どの程度変化しているか、また受け入れ
への期待や問題点がさらに具体化してい
るか、知りたいところである。

また、EPA による受け入れを進めてい
る正和会について継続的な調査を行うと
ともに、他の制度による受け入れについ
て、県外の先進事例の実地調査を行いた
い。特に、自治体や教育機関が連携して
行っている留学生の受け入れを通じた介
護福祉士養成の取り組み（在留資格「介
護」の活用）や、受け入れ態勢の整備に自
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治体が積極的に取り組んでいる例につい
て、調査を行いたい。県内外の介護施設
で技能実習生の受け入れがどの程度進む
かも注視したい。

こうした調査を踏まえて、乱立する受
け入れ制度のもとで、外国人材の受け入
れが施設・外国人労働者・利用者・そし
て地域それぞれにとって有益な形で進む
よう、県内の実情に即した提案ができる
よう、調査を進めていきたい。

【注】
1） 2014年度の管轄組織は国際教養大学地域環

境研究センター。2015年度に同センターが
改組され、アジア地域研究連携機構が設立
され、新組織で研究プロジェクトを引き継
いだ。また当初はEPAによる看護人材の受
け入れも研究対象としていたが、その後、
外国人看護人材の受け入れは県内でも全国
的にも広がりを見せず、当プロジェクトも
研究対象を介護人材に絞り込んだ。

2） 同氏には現在当班の研究分担者（実務協力
者）を務めていただいている。

3） 各年度の報告書は秋田県内の図書館や関係
行政機関、またご協力いただいた施設等に
送付した。このうち2015年度と2016年度
の報告書はインターネット（アジア地域研
究連携機構ホームページ）でも公開してい
る。なお研究成果の一部を一般向けの書籍
にも寄稿した（宮崎里司・西郡仁朗・神村初
美・野村愛，2018，「外国人看護・介護人材
とサスティナビリティ」26−35頁）。

4） 厚生労働省ホームページ「ベトナム人看護
師・介護福祉士候補者の受入れについて」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/0000049737.html（2019 年 4 月 25 日

アクセス）
5） 厚生労働省ホームページ「インドネシア、

フィリピン及びベトナムからの外国人看護
師・介護福祉士候補者の受入れについて」
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/
other22/index.html（2019年4月28日アクセ
ス）

6） 先述したようにEPAによる受け入れは施設
側にとってのハードルが高く、むしろ人員
に余力のある大規模法人でないと対応が難
しいこと、また現時点では留学生を組織的
に受け入れ、地元に就労してもらうような
仕組みが県内にはないこと（またこれに対
応している教育機関がないこと）から、人材
不足に悩む中小の施設が受け入れを行える
仕組みは技能実習制度ということにある。

7） 県外の監理組合を利用することもできる
が、組合による実地調査や指導、また組合
と事業者の意思疎通がより困難になること
や、これらに伴う費用の掛かり増しを考え
ると、県内に監理組合があった方が受け入
れに有利と考えられる。

8） 日本経済新聞（インターネット版）「新在留
資格、フィリピンで初の試験　介護分野対
象」（2019年4月14日）。

9） 当初、2年目（第2号技能実習）へ進むため
にはN3相当に合格することを要件とする方
針が示されていたが、2019年3月に厚生労
働省の告示が改正され、当面この要件を満
たしていなくとも実習を継続できるように
なった。「特定の職種及び作業に係る技能実
習制度運用要領 ―介護職種の基準について
― の一部改正について」（平成31年3月29
日厚生労働省告示）。

10） さらに、関連法人である社会福祉法人正和
会も特別養護老人ホームやショートステイ
など15事業所を有する。
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11） 国際教養大学アジア地域研究連携機構，
2017，「インドネシア・フィリピンからの介
護人材受け入れ―秋田での可能性と課題―
　シンポジウム報告書」31−32頁。

12） 現在秋田県内には、日本語学校は一つもな
く、いくつかの自治体で、ボランティアが
運営する日本語教室が開かれているのみで
ある。こうした教室は学習内容が介護人材
に対応しているわけではなく、だいたい週
に一度程度、平日の夜に開かれるのみであ
るので、朝から晩までシフトの組まれてい
る候補生が、定期的に遠隔地の教室に学習
に出かけていくことは困難である。

13） 先行プロジェクトのメンバーであり、当時
国際教養大学教授・大学院日本語教育実践
領域代表（現在国際教養大学名誉教授）。

14） 老人福祉施設協議会は県社会福祉協議会内
に事務局を置き、研修会の企画も、社会福
祉協議会の担当職員との調整のもとに行わ
れた。
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要旨
　日本政府は、専門的な技能人材を除く外国人労働者の受入れに対して長らく消極的で
あったが、2019 年 4 月、高齢化と人口減少に起因する人手不足に対応すべく、外国人材
の受入れを促進する新しい出入国管理法を導入した。新制度は設計段階で詳細は未だ明
らかになっていないが、国家戦略特区のように、自治体が新制度に先駆けて外国人受入
れに取組んできた内容は新制度の設計や自治体、企業がどのように受入れに対応してい
くかについて重要な参考となろう。こうした背景を踏まえ、まず世界の人材移動の現況
や各国の受入れ制度について文献を整理し、高齢化と人口減少が著しい秋田県において
外国人材の受入れを先行して模索している 2 つの事例について予備的な検討を行った。
外国医師人材の受入れを目指す仙北市と外国農業人材の受入れを目指す大潟村の取組み
に対する検討の結果、より柔軟な制度設計の必要性や、報酬や職場環境の改善などとあ
わせ、受入れ後の明確なキャリアプランの提示などの必要性が示唆された。
キーワード：外国人材、外国人労働者、秋田県

Abstract

After decades of reluctant posture against immigrant workers, the Government of Japan revised 

the Immigration Act (which entered in force in April 2019) in view of promoting the introduction 

of foreign workers in response to the lack of labor force, as a result of the aging and decreasing 

population. Although the details of the new system are yet to be clarified, it is important for 

municipal governments and the private sector to learn from the experiment of strategic zones and 

other developments aimed at attracting foreign workers. This paper is the outcome of preliminary 

research in the international perspective on the possibility of accepting foreign doctors in the city 

Research on Municipal Policy Initiatives for Strategic Acceptance of 
Foreign Human Resources:  

Cases of Semboku City and of Ogata Village in Akita Prefecture
TOYODA Tetsuya, NAKAGAWA Hideyuki, YAMABE Risa, OGANE Yuko, and 

MIYAKE Hiroki

外国人材の戦略的受入れに向けた自治体の先駆的取組みの検討
― 秋田県仙北市と大潟村の事例 ―

豊 田  哲 也・中 川  秀 幸・山 部  理 沙・大 金  優 子・三 宅  裕 揮
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「外国人材の戦略的受入れに向けた自治体の先駆的取組みの検討 ―秋田県仙北市と大潟村の事例―」

of Semboku and the possibility of accepting foreign agricultural workers in the village of Ogata. 

The case studies suggest further need for reforms in attracting foreign workers such as providing 

long term career plans as well as ample monetary rewards and favorable working conditions.

Keywords: foreign human resources, foreign workers, Akita Prefecture

序章
国際教養大学アジア地域研究連携機構

は、日本学術振興会の委託を受け、現在、
「人口減少社会における包摂と継承 ― 『最
先端』秋田からの提言」という研究プロ
ジェクトを進めている（委託期間：2018
年 10 月−2021 年 9 月 ）。 本 稿 は、 そ の
プロジェクトのために設けられた 3 つの
チームのうちの一つ、外国人材戦略的受
入れ検討チームが、今後の調査の準備の
ために初年度（6 カ月間）の検討結果をま
とめたものである。

秋田県は、47 都道府県の中で最も急速
に人口減少が進み、最も高齢化が進んで
いる県である。2018 年 7 月 1 日時点で人
口減少は年率 1 .48%減（全国平均 0 .20%
減 ）（ 秋 田 県 調 査 統 計 課 2018； 総 務 省 
2018）、65 歳以上の人口に占める割合は
36 .3%（全国平均 28 .0%）（秋田県長寿社
会課 2018；総務省 2018）であり、いずれ
も全国平均を大きく上回っている。

日本政府が進める外国人材受入れ政策
の背景にあるのは人口減少と高齢化、そ
してそこに起因する人手不足である 1）。
秋田県においても、人口減少と高齢化、
そしてそこに起因する人手不足が深刻で
あり 2）、そうした課題の「最先端」を行く
秋田県での状況を検討することに一定の

意義があることは疑いない。他方で、日
本の課題の「最先端」を行く地であるにも
かかわらず、秋田県の外国人労働者数は
1 ,953 人（2018 年 10 月末）、全都道府県
中最少である（厚生労働省 2019）ことに
も注意しなければならない。

これまで十分に検討されてこなかった
秋田県における人手不足とその対応策の
一つとしての外国人材受入れの可能性を
明らかにするため、現在の外国人労働者
の受入れ状況を深く研究することが肝要
である。そのことは秋田県と同様に人口
減少と高齢化に直面する日本の他の地方
についても参考となるはずである。

そうした問題意識をもって、外国人材
戦略的受入れ検討チームでは、秋田県の
内外で実地調査を行っていくことを予定
している。そのための予備作業として文
献調査等を行い、その調査結果をまとめ
たのが本稿である。

第 1 章で国際的な人材移動と外国人材
受入れ制度を概観した後、秋田県内の具
体的な動きに即し、仙北市のインバウン
ド医療ツーリズムの外国医師の受入れの
ための実証実験の取組み（第 2 章）、大潟
村の高度農業人材受入れのための特区申
請等の取組み（第 3 章）を紹介・検討し、
最後に 2021 年 9 月までのプロジェクト
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期間中に行う調査の課題を検討する（第 4
章）。

第 1 章�　国際的な人材移動と外国人材受
入れ制度

外国人材の受入れの研究においては、
国際的なコンテクストが見落とされがち
である。もちろん、各研究者が国際的な
コンテクストの存在を知らないはずはな
いが、日本以外の国々の事情を調査する
ことには多くの困難があり、先行研究に
は、人材供給国と日本との関係、あるい
は日本国内の事情にのみ関心が集中して
しまうものが多く見られる。しかし、国
際的な労働市場の中で日本は数多くの人
材受入れ国の一つであるに過ぎない。国
際的な労働市場の中での日本の外国人材
受入れ市場の位置付けを顧慮することな
く、あたかも日本の労働市場を開放しさ
えすれば外国人材が無尽蔵に流入してく
るかのごとく論じることが、現実的意味
に乏しいことは言うまでもない。

本稿においても、国際的な人材移動に
ついて詳細な検討を行うことはできない
が（より詳細な検討は当チームの今後の
研究課題としたい）、まずは予備的な考察
として、国際的な人材市場の中で秋田県
がいかなる人材政策を取りうるのかを考
えるために必要な限りで、国際的な人材
移動について、ごく簡単に検討し、また、
あわせて、諸外国と日本の外国人材受入
れ制度についても若干の検討を試みてお
きたい。

1．国際的労働力移動の近年の動向
国連事務局経済社会部人口課のまとめ

によれば、出身国や国籍国と異なる国で
暮らすという意味での「移民（migrants）」
は、2017 年の時点で世界人口約 75 億人
の約 3 .4%を占める約 2 億 5800 万人いる
とされる（UN Population Division 2017）。
世界銀行の報告書も指摘しているように

（World Bank Group 2018：6 -7）、その約
6 割が上位 10 カ国に偏っており、主要な
移民受入れ国に限定してみれば、移民が
人口に占める割合は更に高い。米国では
人口の 15 .3%、カナダでは 21 .4%、ドイ
ツでは 14 .7%が上述の意味の移民で占め
られている。対して、同時期の日本では、
外国籍者が約 1 .8%（約 232 万人）にと
どまっている（World Bank Group 2018：
6 -7）。日本では外国籍者数の統計しかな
く、外国出身者数の統計がない（日本に帰
化した人数が不明）ので、同じ意味での

「移民」数を比較することができない。国
連の統計でも日本については外国籍者の
数を移民数として扱っている 3）。しかし、
必ずしも正確な比較でないにせよ、10 倍
前後の差であり、日本への移民数が他の
先進国への移民数に比べて著しく少ない
ことは明らかと言える 4）。

世界全体でみれば、移民が人口に占め
る割合は第二次世界大戦以来、3%前後で
安定しており（World Bank Group 2018：
4）、人口増に応じて絶対数が伸びている
に過ぎない。しかし、東アジアでは 1990
年代以降に労働力の移動が活発化してお
り、特に大きな経済成長を遂げた国では
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移民数が飛躍的に増加している。韓国で
は移民数が 1990 年の 4 万人から 2017 年
には 115 万人へと激増し、同じ期間に、
シンガポールで 73 万人から 262 万人、マ
レーシアで 70 万人から 270 万人、タイで
53 万人から 359 万人へと大きく増加して
いる。また、これらの国々ほどの増加で
はないが、同時期に日本でも 108 万人か
ら 232 万人へと上記の意味での移民（日
本国内に生活する外国籍者）の数が倍増し
ている（UN Population Division 2017）5）。

2 ．諸外国の外国人材受入れ制度
ここで諸外国の外国人材受入れ制度を

網羅的に検討することは到底できないが、
日本の制度の比較対象として、米国、カ
ナダ、韓国の制度について見ておきたい。

（1）米国の外国人材受入れ制度
米国での正規の外国人労働者には、大

きく分けて、移民査証で入国して永住権
を獲得し、滞在期間や職種に制限なく就
労する者と、期間などの制限のある非移
民査証で入国・就労する者との 2 種類が
ある。（なお、米国における移民査証制度
に言うところの「移民」の概念が上述の国
連の統計上の「移民」の定義とは異なるこ
とに注意を要する。）

移民査証での入国者の多くは家族呼
寄せによる再統合という人道目的の移
民であり、2016 年の移民査証での入国
者 118 万人のうちの 80 万人を占めてい
る。その他は雇用関係による移民が 14 万
人、移民多様化査証プログラム 6）による

移民が 5 万人などであった（Department 
of Homeland Security 2017）。家族呼寄せ
再統合査証や移民多様化査証の発給に際
しては、技能や職種が考慮されないので、
雇用政策が反映されることもない。雇用
関係による移民査証は雇用主が申請し、
年間 14 万件を上限として発給されるもの
であるが、1990 年の移民法成立の際に発
給枠が 5 万 4000 件から 14 万件に拡大さ
れて以降は変化していない。

他方で、非移民査証については、米国
の雇用政策に応じて大きな変遷がある。
2013 年の時点で非移民査証を持つ労働者
は約 140 万人いるとされ、特に多いのは
H-1B査証の取得者 46 万人である。H-1B
査証は職務の関連分野での大卒以上の者
に発給され、最大 6 年間の就労を許すも
のである 7）。H-1B査証による一時就労を
経て永住権を取得する場合も多く、その
発給拡大や規制強化は米国の移民政策 8）

と密接に関係している（手塚 2015：25）。
1990 年当初は 6 万 5000 人を上限とし

て H-1B 査証を発給していたが、2004 年
に修士号取得者限定で 2 万人を追加し、
上限は 8 万 5000 人となった。2013 年に
は企業経営者からの要望を背景に、H-1B
査証の発給上限を 18 万まで拡大しうる法
案がオバマ政権下で提案されたが、実現
にはいたらなかった。また非営利の大学
や研究機関などは発給上限の規制を受け
ずに査証の申請ができ、この申請者数は
3 万から 4 万にものぼっている（小井土 
2017：28）2015 年から 2018 年には毎年
17 万～18 万件のH-1B査証が新規に発給
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されている（Department of State n.d.）9）。

（2）カナダの外国人材受入れ制度
米国の移民統計において、家族の再統

合の占める割合が大きいことに対し、カ
ナダでは 1967 年に学歴・職歴、語学力な
どを点数化して人材を評価するポイント
制を導入するなど良質な労働力確保のた
めの移民受入れ政策が積極的に取られて
いる。特に 2002 年制定の移民難民保護法

（Immigration and Refugee Protection Act）
では、ポイント制がさらに整備され、若
い移民の優先的受入れや、職種を設定せ
ずに学歴や英仏語能力など人材のポテン
シャルの評価に重点を置く政策が打ち出
されている（大岡 2012：3 -5）。

カナダ政府の姿勢を示す指標の一つ
は、技能人材を対象とした査証の割合
の高さである。2000 年以降、同国は年
間 20 万 ～30 万 人 程 度 の 移 民 を 受 け 入
れているが、経済移民はその過半数を
占めている。たとえば、2016 年の移民
296 ,346 人のうち 155 ,997 人が経済移民
で あ っ た（Department of Citizenship and 
Immigration Canada n.d.:5）。さらに、同
年の査証発給数を見ると、経済移民の中
でも一定の技能と実務経験を持つ技能移
民（Skilled workers）が最も多く（65 ,606
人）、看護介護移民（Caregivers）（18 ,468
人）も多い。

一時滞在用の就労制度としては一時就
労プログラムがあり、雇用主が労働市場
影響評価（LMIA）を提出した上で外国人
雇用許可を取得する。2016 年の一時就労

許可数は 51 ,170 件であった（Department 
of Citizenship and Immigration Canada n.d.: 
6 -7）。

OECD が 2015 年に発表した移民の社
会統合指標においては、大学の学位以上
をもつ移民の比率がOECD平均の 34％を
大きく超える 60 ％であった（OECD/EU 
2015）。

（3）韓国の外国人材受入れ制度
韓国は 1991 年に産業技術研修制度を導

入した。これは日本の研修生制度をモデル
にしており、当初は「海外に投資している
企業を対象に、海外の子会社で雇用した
労働者に限り、最長で 12ヶ月まで韓国内
に滞在を許可」するものであったが、2 年
後には海外投資のない中小企業にまで拡
大した「産業研修制度」へと発展した（春
木 2010：95 -96）。日本の同種の制度と同
様に、建前は研修生だが実情は低賃金労
働者という歪んだシステムであった。その
ために、送り出しプロセスでの不正、賃金
不払い、不法労働者化、人権侵害など多
くの問題が生じ、「現代版奴隷制度」と言わ
れるほどであった（佐野 2010：37）。

そうした状況をあらためるべく、韓国
政府は 2004 年に雇用許可制を導入し、外
国人移民の受入れに大きく舵を切った。
雇用許可制によって外国人労働者の労働
権が保証され、社会保障の面でも待遇が
改善された。また、2007 年には、中国朝
鮮族、旧ソ連地域の高麗人 10）が簡素な手
続きのみで製造業、建設業、サービス流
通業など 32 種の単純労働分野に就業でき
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るようにする特別雇用許可制（訪問就業査
証）が導入された（春木 2010：98）。

当初は、雇用許可制も特別雇用許可制
も 3 年以上に期間を延長することはでき
ないとされていたが、2009 年の制度改正
で雇用許可制査証や訪問就業査証の期限
を 5 年間まで延長することができるよう
になり、かつ一定の技能資格や収入を条
件として永住可能な在留資格への切り替
えの可能性が開かれることになった（春木 
2010：101）。韓国の制度は 1991 年の産
業技術研修制度の時点では日本の後追い
をしている状況であったが、その後はむ
しろ単純労働者を移民として受け入れる
制度に向かっていると言えるであろう。

3 ．日本の外国人材受入れ制度
外国人材の受入れに係る政策は，入管

政策と統合政策の両面からの検討が必要
であるが、日本の従来の外国人材の受入
れ政策は、出入国管理行政を中心として
きており（近藤 2009：176）、本節におい
てもそちらを主に検討する。外国人の入
国に係る日本の法制度は出入国管理及び
難民認定法（以下「入管法」）によって定め
られている。以下、単純労働者と技能労
働者の扱いに着目しながら、1989 年（平
成元年）の大改正から 2019 年 4 月に施行
の最新の改正に至るまでの経緯を確認し
ておきたい（詳しくは岡村 2018 を参照）。

（1）1989 年入管法改正の経緯
1980 年代の外国人不法就労の拡大への

対応の一つとして 1989 年に入管法が改

正、翌 1990 年に施行され、日系 2 世と日
系 3 世の就労が合法化された。対象者が
入国する際、日系 2 世・3 世であるかの
確認は簡略化され、ブラジルやペルーか
ら多くの労働者が来日するようになった。
しかし、それだけでは産業界の人材供給
の要請に応えることができず、1993 年に
在留資格「特定活動」の一類型として技能
実習制度が創設され、1997 年には研修と
技能実習を併せた在留期間が最長 2 年間
から 3 年間に延長された。研修期間中は
労働基準法等の適用を受けず労働環境が
劣悪であったことが批判され、2009 年の
改正法（2010 年施行）により、在留資格
の一つとして「技能実習」が設けられ、従
来は研修とされた期間を技能実習 1 号、
技能実習（特定活動）とされた期間を技能
実習 2 号とし、実務に従事する全期間に
わたり、労働基準法等を適用することに
なった。

他方で、1989 年の入管法改正は単純労
働者の受入れに向けた大きな契機となっ
たが 11）、それと同時に、高度外国人材の
受入れのための法改正でもあった。第 6
次雇用対策基本計画（1988 年 6 月 17 日
閣議決定）の「専門、技術的な能力や外国
人ならではの能力に着目した人材の登用
は、可能な限り受け入れる方向で対処す
る」との決定を受け、在留資格として、法
律・会計業務、医療、研究教育、人文知
識・国際業務、企業内転勤、文化活動が
新設されたのである。これは米国等をは
じめとして先進諸国が途上国からの技能
人材の受入れを積極的に進めたのと軌を
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一にする政策である。日本は、単純労働
者の流入を極力抑制しながら、高度外国
人材を積極的に受け入れる政策を取って
きたのである。

（2）2019 年 3 月までの入管制度上の分類
2019 年 3 月末までの入管制度の下での

外国人労働者のカテゴリーは以下の 6 つ
であった。それぞれの人数は、厚生労働
省作成の「『外国人雇用状況』の届出状況
表一覧（平成 30 年 10 月末現在）」に基づ

いている（各分類の国籍別・産業別・都道
府県別の人数については、下表を参照）。

① 技能人材：厚生労働省の統計で「専門
的・技術的分野の在留資格」の労働者と
してカウントされている者である。大
学教授や企業経営者、弁護士、公認会
計士、医師、歯科医師、看護師、研究
者、語学教師、通訳など多様な職種の
者 が 該 当 し、2018 年 7 月 に は 介 護 が
加えられた。2018 年 10 月末時点で約

表 1　外国人労働者数（2018 年 10 月末時点）

総  数
専⾨的・技
術的分野の
在留資格

資格外活動 技能実習 特定活動

（計）
（うち日本人の配
偶者等）

（うち永住者と永
住者配偶者等）

（うち定住者）

国籍別
中国
（香港等を含む）

389,117 103,237 93,315 103,827 17,833 75,991 10,003 84,063 4,660

ベトナム 316,840 31,979 124,988 12,405 2,539 7,021 2,845 142,883 4,570

フィリピン 164,006 9,827 2,098 117,125 17,416 71,124 28,585 29,875 5,073

ブラジル 127,392 863 217 126,162 17,380 62,241 46,541 105 42

ネパール 81,562 9,041 64,875 3,665 849 2,275 541 399 3,573

インドネシア 41,586 3,766 4,431 5,434 1,388 2,805 1,241 24,935 3,020

韓国 62,516 27,893 8,564 22,828 5,232 16,454 1,142 85 3,138

Ｇ７/８＋オーストラリア
＋ニュージーランド

77,505 45,427 2,525 27,671 12,421 14,559 691 68 1,785

産業別
製造業 434,342 46,578 32,948 160,892 25,514 94,703 40,675 186,163 7,743

卸売業・小売業 186,061 38,457 68,843 54,387 10,388 37,102 6,897 21,085 3,276

宿泊業・飲食サービス業 185,050 18,538 121,280 37,610 7,960 23,391 6,259 2,427 5,165

教育・学習産業 69,764 29,173 17,155 22,645 6,266 15,570 809 68 713

建設業 68,604 5,994 442 12,894 2,264 7,853 2,777 45,990 3,280

情報通信業 57,620 44,019 2,197 10,575 2,594 7,104 877 190 638

医療・福祉 26,086 3,563 3,125 15,544 2,575 11,005 1,964 293 3,561

都道府県別
東京 438,775 135,867 165,124 112,208 25,321 72,484 14,403 15,182 10,354

愛知 151,669 19,371 17,502 78,053 10,236 44,525 23,292 33,310 3,430

大阪 90,072 20,173 28,596 22,495 5,238 13,502 3,755 16,403 2,405

宮城 11,001 1,746 3,557 1,924 433 1,359 132 3,676 98

秋田 1,953 359 189 436 86 330 20 958 11

全国籍計・全産業計・全都
道府県計

1,460,463 276,770 343,791 495,668 89,201 300,514 105,953 308,489 35,615

⾝分に基づく在留資格 

（厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況表一覧（平成30年10月末現在）」から抜粋作成）
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27 .7 万人であった（厚生労働省 2019）。

② 滞在資格外の労働者：厚生労働省の統
計で「資格外活動」の労働者としてカ
ウントされている者である。滞在資格
外の労働者は 2018 年 10 月末時点で約
34 .4 万人であった（厚生労働省 2019）。
そのほとんどが留学生（約 29 .8 万人）
であり、就労については週 28 時間の上
限が課せられている。

③ 日本国籍者に準ずる人材：厚生労働省
の統計で「身分にもとづく在留資格」の
労働者としてカウントされている者で
あるが、それでは分かりにくいので、
やや不正確になることをおそれずに「日
本国籍者に準ずる人材」と呼ぶことにし
たい。2018 年 10 月末時点で約 49 .6 万
人がこれに該当していた（厚生労働省 
2019）。｢定住者｣、「永住者」、「日本人の
配偶者等」等の資格でもって在留する労
働者である。
 　「定住者」は約 10 .6 万人で、日系人

（日本から移民した人の子孫）とその配
偶者、「定住者」の実子、日本人・「永
住者」の配偶者の実子の連れ子、日本
人・「永住者」・「定住者」の 6 歳未満の
養子、中国残留邦人とその親族などが
これに含まれる。永住者は 10 年以上継
続して日本に在留するなどしてから法
務大臣に申請して永住権を得た者であ
り、そのうちの約 28 .7 万人が外国人
労働者としてカウントされている。定
住者と永住者に日本人の配偶者 8 .9 万

人と永住者の配偶者 1 .4 万人を加えて
約 49 .6 万人となる。身分に基づく在留
資格で在留する者の全てが労働者とな
るわけでないが、ほぼ同時期（2018 年
6 月）の在留外国人統計を見ると定住者
185 ,907 人、永住者 759 ,139 人、日本
人の配偶者 142 ,439 人、永住者の配偶
者 36 ,562 人となっている。外国人雇用
者数として報告されている数字を各区
分在留者数で除すれば、定住者と日本
人配偶者のそれぞれ約 6 割、永住者と
永住者の配偶者のそれぞれ約 4 割が外
国人労働者としてカウントされている
ことが分かる。
 　定住者のほとんどは日系人で、日本
国籍こそ持たないものの、国籍法の血
統主義の拡大的な解釈で日本とのつな
がりが認められるからこそ在留資格を持
ち、日本人と同様に無制限に労働に従
事できる者であり、彼らを単純に「外国
人労働者」としてカウントすることには
少なからぬ違和感があるが、日本の統
計上は外国人労働者に含められている。
 　また、永住者には定住者から移行し
た者が多く、長年日本に居住し、上記
の定住者からの移行者が多く、彼らを

「外国人労働者」としてカウントするこ
とについても、定住者についてと同様
の疑問があるが、日本人の配偶者や永
住者の配偶者も、日本の統計上は外国
人労働者に含められている。

④ 技能実習生：技能実習制度は開発途上
国の実習生を一定期間日本の実習実施
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機関で受け入れ、技能または知識を習
得させることにより当該開発途上国の
技術・技能移転を向上させるという「国
際貢献」を目的として 1993 年に設立さ
れた制度である（中西 2018）。技能実習
生の受入れ方法には企業単独型と団体
監理型がある。企業単独型は、日本の
企業が海外の現地法人や取引先企業の
職員を受け入れるものである。団体監
理方式では海外において送り出し機関
が人材を募集し、日本の監理団体に送
り出す。監理団体は技能実習生を受け
入れ、傘下の実習実施企業で技能実習
を実施する。2016 年の企業単独型によ
る技能実習生・研修生受入れ数が 2 ,923
人であるのに対し、団体監理型による
受入れ数は 47 ,321 人と大半は団体監理
型によるものである（JITCO 2018）。実
習生は入国後技能実習 1 号として、実
習実施機関や監理団体で講習を受講後
実習実施機関と雇用契約を結び、技能
等の習得をする。入国 1 年後の技能評
価試験合格後、技能実習 2 号として実
習を 2 年目、3 年目に継続し、一定の条
件を満たした場合技能実習 3 号として
さらに 2 年間の滞在、実習継続が可能
となる。技能実習生は家族の同伴が認
められないことや出入国の制限等も課
せられる。
 　先に触れた通り、技能実習制度のタ
テマエは国際貢献であるが、実態は外
国からの単純労働者の期限付き受入れ
に他ならない。上林（2009）は 2000 年
代以降、実習実施企業が研修生を労働

者としてみなしている実態を報告して
いる。また悪質な実習実施企業におい
ては低賃金や劣悪な待遇で雇用するな
ど、法令に掲げられた目的とは異なる
形での運用される実態があり、実習生
の失踪などの事例も続き、導入直後か
ら批判にさらされてきた（中本 2004）。
度重なる制度改正によっても根本的な
解決がなされない中で、政府は、2016
年 11 月に、監理団体許可制や技能実習
計画の認定制、技能実習生の保護、新
組織（外国人技能実習機構）による実施
検査や支援などを担保として、技能実
習制度の拡大を可能とする新たな法律

「技能実習法」を成立させ、実習期間の
延長や 2 号移行対象職種を追加した（鈴
木 2017）。これにより、1993 年の制度
創設時に製造業と建設業の 17 種類に限
られていた対象職種は、80 職種にまで
拡大された。2018 年 10 月末時点で技
能実習生の総数は約 30 .8 万人である。

⑤ その他の合法的外国人労働者：厚生労
働省の統計で「特定活動」の労働者と
してカウントされている者である。経
済連携協定（EPA）に基づく外国人看護
師・介護福祉士候補者、ワーキングホ
リデー制度利用者、外国人建設就労者、
外国人造船就労者、外交官等に雇用さ
れる家事使用人などが、これに含まれ
る。2018 年 10 月末時点で約 3 .6 万人
であった（厚生労働省 2019）。

⑥ 不法残留者：不法残留者の人数は 1997
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年に約 30 万人にまで増加し、社会問題
ともなったが、その後は取り締まりの
強化等とともに徐々に減少した（法務省
入国管理局 2007）。2008 年には 6 万人
を切った後に微増に転じ、2018 年 1 月
1 日の時点では約 6 .6 万人となってい
る（法務省報道発表資料 2018）。全く無
視できる数字ではないが、不法就労に
対する取り締まりは一層厳しくなって
おり、米国でのように、農業など一定
の産業において不法就労外国人が不可
欠な労働力となることは少なくとも当
面はないであろう。

（3）単純労働者の受入れ
2018 年 10 月末の時点で外国人労働者

として届け出のあった約 146 .0 万人のう
ち、日本人配偶者など身分に基づく在留
資格で働く約 49 .6 万人を除く約 96 .4 万
人について見れば、そのうちの約 32%

（ 約 30 .8 万 人 ）が 技 能 実 習 生、 約 31%
（約 29 .8 万人）が留学生のアルバイトで
あり、専門的・技術的分野の在留資格で
在留するいわゆる技能人材の労働者は約
29%（約 27 .7 万人）にとどまっている。
また、公式の統計には含まれない非正規
の外国人労働者もその多くは単純労働者
として多数滞在していると思われる。つ
まり、日本の労働市場は技能人材を十分
に惹きつけることができないでいる一方、
本来であれば受け入れないはずの単純労
働者が技能実習等の名目で多数入ってき
ているである。

（4）改正入管法（2019 年 4 月施行）
2019 年 4 月に施行された改正入管法に

より新たな在留資格として「特定技能 1
号」と「同 2 号」が創設された。政府は特
定技能 1 号を通して 2019 年から 5 年間で
最大約 34 万 5 千人の受入れを想定してい
るがそのうち約 45％を技能実習生から移
行するものとしている（産経新聞 2018）。

「特定技能 1 号」の期間は最長 5 年間であ
り、さらに技能の認定を受けて「特定技能
2 号」に移行すれば無期限で在留すること
が可能となる。

改正入管法は多くの詳細を今後の政府
の決定に委ねており、とりわけ「特定技能
2 号」の制度がどのように運用されていく
ことになるかについては、2019 年 4 月の
段階ではほとんど決まっていない。しか
し、単純労働者の受入れを、ほぼ正面か
ら認める法制であり、その賛否はともか
く、1989 年の改正と並ぶ、あるいはそれ
以上の根本的な改正である。その意義は
韓国における 2004 年の雇用許可制の導入
に匹敵するであろう。

第 2 章　仙北市の外国医師受入れの検討
以上に述べた全国での動きも踏まえつ

つ、秋田県内での外国人労働者受け入れ
の取組みを調査する必要があるが、まず
は仙北市での外国医師の受入れに向けた
動きについて検討したい。医師は技能人
材（「専門的・技術的分野の在留資格」で
滞在する者）の代表例である。それと同時
に全国でその深刻な不足が問題となって
いる人材でもある。
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医療ツーリズムというやや特殊な文脈に
おいてであるが、仙北市による医療分野
での国際交流を目的とした外国医師受入
れのための取組みは人手不足を外国人材
によって補える可能性もあり、注目に値す
る。まずは医師人材の国際的な流動性に
ついて述べた上で、仙北市の取組みの意
義について考察を試みることにしたい。

1 ．医師の国際移動の動向
先進国では人口高齢化と技術革新が保

健医療人材への需要増を引き起こす一方
で、医療人材の供給は医師や看護師の高
齢化などにより非常に不安定であり、保
健医療人材市場の需給のミスマッチを解
消ないし緩和するために、既に外国医
療人材を獲得する動きが各国で大きく広
がっている（OECD 2007）。

表 2　外国で養成された医師の割合（2016 年）

オーストラリア 32.7%
カナダ 24.3%
フランス 10.6%
イタリア 0.8%
英国 28.1%
米国 25.0%

（出典："% of Foreign-Trained Doctors", OECD, 
Health Workforce Migration, https://stats.
oecd.org）

表 2 は、外国で養成された医師が全体
の医師数に占める割合を示した表である。
この表をみると、イタリアを除いた諸外
国において 25 ％から 30 ％を超える外国
医師が国内で就労していることが分かる。
出身国の内訳として、たとえば英国を例に
とると、インド 31 .7%、パキスタン 10 .8%、

ナイジェリア 4 .2%、エジプト 3 .7%、アイ
ルランド 3 .6%となっている。米国について
見れば、インド 21 .3%、パキスタン 5 .8%、
グレナダ 5 .0%、フィリピン 4 .7%、ドミ
ニ カ 4 .6%とな っ て い る（ibid, "Foreign-
trained doctors by country of origin - 
Stock"）。英国でのアイルランド出身者は
別として、途上国から先進国への医療人
材への流出が生じていることが分かる。

日本の場合、統計のとり方が違うので
単純な比較はできないが、在留外国人統
計（旧登録外国人統計）をみると 2011 年
に医療資格による在留外国人数は 265 名

（うち 187 人が中国出身）となっている
（法務省 2018）。したがい、同年の医師総
数 295 ,049 人（厚生労働省 2012）に占め
る割合は 0 .09%となる。後述するように
学生や研修のビザで入国している可能性
もあり、実際に医療行為を行う外国人の
数はこの数字より大きくなるが、医師の
モビリティが高まるなか、他国と比較し
て日本での外国医師の受入れは小規模に
留まっている。

2 ．日本の外国医師受入れ制度の展開
日本においても技能人材市場の開放が

進む中で、医療においては医師法の規制
が強く残っている。その例外として、日
本語での国家試験に受けずに医師業に従
事する方途として、二国間協定に基づく
受入れと臨床修練制度の下での受入れの
二つの制度が存在する。

指定の医療機関において外国医師の医
療行為を認めるための二国間協定を結ん
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でいる相手国は、英国、米国、フランス、
シンガポールの 4 カ国があり、2016 年 7
月の時点で、締結国 4 カ国から合計 7 名
を受け入れている（厚生労働省 2016）。た
だし、原則として、診察できる対象患者
は医師の出身国の国民に限られる。しか
し、東京都では、2015 年 8 月から国家戦
略特区として、四つの指定病院（慶應義塾
大学病院、順天堂大学医学部附属順天堂
病院、聖路加国際大学聖路加国際病院・
聖路加メディローカス）においては、二国
間協定の枠組みで受け入れられた外国人
医師が自国民以外の外国人一般を診察す
ることができるようになった（国家戦略特
別区域担当大臣 2015）。

もう一方の臨床修練制度は医療分野に
おける国際交流や開発途上国の医療水準
の向上に貢献することを目指す制度であ
る。原則として 2 年を期限とするもので
あったが、2014 年の改正で更に 2 年の
延長をすることができるようになり、ま
たかつては外国医師本人は医療損害を賠
償する能力を有していないと臨床修練が
許可されなかったが、改正により受入れ
病院が賠償の連帯責任を負うことで外国
医師自身の賠償能力は問われないことに
なった 12）。

国家戦略特区に指定されている地域では
2017 年 9 月から、臨床修練制度の要件が
一部緩和され、本来の臨床修練制度上の
要件である「指定病院との間で緊密な連携
体制が確保された診療所」でなくとも、指
導医による監督体制を確保すれば、「単独
の診療所」でも臨床修練制度下で在留する

外国医師が診察を行えることとなった 13）。
この規制緩和の活用に向け実施されたのが
次項に述べる仙北市の実証実験である。

3 ．仙北市の外国医師受入れ構想
（1）仙北市の医師不足

近年、日本全体としても医師不足が懸
念されるようになっている。2017 年の日
本の医師数は人口 1 ,000 人あたり 2 .4 人
であり、OECD 平均の 3 .4 人を下回った

（OECD 2017）。しかも、医師は都市部
に偏在しており、ほぼ同じ時期（2016 年
12 月時点）の都道府県別・市町村別の医
師数を見ると、東京都が人口 1 ,000 人あ
たり 3 .07 人、同じ秋田県内の秋田市が
3 .67 人であるのに対し、仙北市は 1 .45
人であった（日本医師会総合政策研究機構 
2018）。

そうした医師不足を背景として打ち出
されたのが仙北市の外国医師受入れ構想
であった。同構想は医師不足を外国医師
で補うものではないが、医師不足を一つ
の背景として実現が困難となっている玉
川温泉周辺地域での医療ツーリズムの開
発を、外国医師の戦略的な導入によって
克服しようとする構想である。

（2）仙北市の構想
2014 年 8 月 27 日に仙北市が内閣府に

提案書を提出し、翌 2015 年 8 月 28 日に
発足した国家戦略特区「田沢湖・玉川温泉
を中核とした医療・農林ツーリズム特区
～世界最高の湯治拠点・岩盤浴場のため
の岩盤規制撤廃！～」は、「（1）外国人も
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含めた、温泉活用・湯治型の医療ツーリ
ズム推進」「（2）食のトータルプラン（食
農林観連携）の推進」「（3）医療・観光拠
点開発のための公共施設・交通などの改
革」の 3 つのテーマから成るものである

（仙北市 2014）。
外国医師に関わるのは、一つ目の「（1）

外国人も含めた、温泉活用・湯治型の医
療ツーリズム推進」の項目である。玉川
温泉や乳頭温泉は古くからの湯治場、仙
北市の重要な観光資源であり、日本の内
外から湯治客を集めうるところであるが、
救急病院とは最長 2 時間ほども離れてお
り、そのことが医療ツーリズムの障害と
なっている。その対応として、外国医師
による診療行為を、日本人患者に対する
診察を含めて、許可するという規制改革
が提案された（仙北市 2014）。

（3）実証実験
実証実験は 2017 年 6 月 17 日から 20 日

にかけての 4 日間、同時期に仙北市内で
開催されたアジア太平洋温泉旅遊会議に
出席していた台湾人医師、趙家德氏を招
いて行われた。同会議に参加していた台
湾人の温泉愛好家 5 名が被診察者として、
台湾人医師の健康相談を利用する形で行
われた。5 名の相談者にアンケートを取っ
た結果、「日本の温泉地で湯治健康相談が
可能であれば利用しますか」という質問に
対し 4 名が「はい」と回答、「旅行先の医療
機関に同国籍の医師がいることを望みます
か」という質問には 3 名が「はい」と回答
した。また、医師に相談した内容に関し

ては、温泉の入り方について聞いた人が 3
名と最も多く、ついで温泉効能や持病に
ついて聞いた人が各 1 名であった。外国
医師との意見交換会においては、湯治客
が安全に温泉に入れる環境を整えること
が課題としてあげられ、適切な入浴方法
を促すビデオを上映する、安全に入浴で
きる血圧や脈拍などを数値化する、通訳
や遠隔指導などを行う ICTを活用すること
などが対応策としてあげられた。この実証
実験を通じて、外国人湯治客を念頭にお
いて外国医師を常駐させることに一定の意
義があることが確認された。

しかし、この実証実験を通じて明らか
になったのは、玉川温泉・乳頭温泉に外
国医師を惹きつけられるだけの魅力があ
るかは必ずしも明確でないという問題で
あった。確かに玉川温泉は湯治場として
長い歴史を持つが、温泉療法についての
研究では台湾の北投温泉に設置された北
投病院の方が進んでおり、医師が玉川温
泉に長期滞在することに必ずしも明確な
利点を見出しがたい。北投温泉と玉川温
泉が連携して研究を進める案も浮かんだ
が、臨床修練制度を利用し、外国医師が
玉川温泉に常駐する利点が北投病院や医
師自身にあるとは言い切れない。外国医
師にとっての利点があるかという点をク
リアできなければ、門戸を開いても外国
医師は来ないのである 14）。

（4）外国医師受入れの課題
医学上の魅力の不足は、金銭的条件で

補いうるかも知れないが、仙北市が拠出
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可能な報酬額は限られている。現時点で
は、玉川温泉・乳頭温泉に外国医師を常
駐させることがどれほどの経済利益に結
び付くか分からないからである。それど
ころか、今回の実証実験を契機とした検
討を通じて、玉川温泉を医療施設として
改修する費用すら支弁が困難であること
が明確になった。

さらに、仙北市の提案に「医師不足の解
消や国内外の温泉療養にも対応する」とい
う文言があったために、当初「医師不足を
解消するために外国医師を起用する事業」
であるとうけとめた日本医師会からの反
対もあった 15）。医師不足への解決策とし
て外国医師を雇用することが医療の質の
低下を招くとの観点からの反対であった。

仙北市の特区事業の担当者によると、
仙北市では方針を一部修正し、まずは玉
川温泉のインバウンド集客力を高めるべ
く、観光プロフェッショナルの外国人（タ
イ人、台湾人）を新たに雇用することを計
画しているという 16）。外国医師の恒久的
な受入れ自体については、ただちに実現
には至らなかったものの、様々な可能性
を追求する試みとして、仙北市の取組み
は高く評価されて然るべきであろう。

第 3 章�　大潟村による農業人材の戦略的
受入れの検討

秋田県内の外国人受入れに向けた取組
みとして、もう一つ注目すべきは、大潟
村での農業技能人材の受入れに向けた取
組みである。

大潟村は八郎潟の干拓によって 1965 年

に生まれた新しい農村であり、1 戸あたり
の平均耕作面積 18 .5ha（秋田県の平均は
3 .2ha、日本の平均は 2 .5ha）を誇る大規
模営農の村である（農林水産省 2016）。大
潟村は、2016 年に外国人農業労働者のた
めの国家戦略特区（地方創生特区）を申請
するなどして、外国農業人材の受入れに
取り組み始めている。

1 ．農業人材の国際移動と各国の制度
まず、農業人材の受入れの国際的な文

脈を踏まえるべく、米国・カナダ・韓国
の 3 か国における外国農業人材の実情と
その役割を見たい。

（1）米国
米国の外国人農業労働者市場について

の最大の特徴は、非正規移民労働者の多
さである。米国では農業労働者の多くが
メキシコからの非正規移民（unauthorized 
migrants）で 占 め ら れ て い る（Martin 
2016：32）。2014 年の推計によると、農
業州として知られるカリフォルニア州に
は 235 万～260 万人の非正規移民が在留
し（全米の非正規移民は約 1100 万人）、
同州の人口の 6%以上、労働者の約 9%を
占めている（Hayes and Hill 2017）。 

しかしながら、期間 10ヶ月以内の農業
労働者一時査証（H-2A visa）を取得して
合法的に入国する方途もある。その発給
数（2013 年は 7 万 5000 件）は、政策の変
化に応じて変動するが（Costa and Rosenb
aum 2017：2 and 4）、近年では 2013 年の
74 ,192 人 か ら 2017 年 の 161 ,583 人 へ と
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一貫して増加傾向にあり（Department of St
ate n.d.）、2018 年には 242 ,762 件の発給が
あった（Department of Labor 2018）。非正
規労働者に依存する米国農業のあり方は、
徐々に変わってきている。

H-2A査証で合法的に入国する外国人農
業労働者の平均時給は 12 .01 ドルである。

この額は米国人農業労働者の平均給与
を下回っており、その不平等性について
の批判もあるが（Huennekens 2018）、連
邦最低賃金の 7 .25 ドルを大きく上回って
いることに注意する必要がある。

依然として圧倒的多数が非正規移民で
あることに変わりはないし、移民が米国
人より低い賃金に甘んじていることにも
変わりはないが、移民に対して否定的な
イメージをもたれる近年の米国政府の下
において、農業労働者一時査証の発給数
が大きく増加し、最低賃金を大きく上回
る給与が支払われているのである。

（2）カナダ
カナダは、季節農業労働プログラム（以

下SAWP）の下で、メキシコとカリブ諸国
から毎年のべ 35 ,000～40 ,000 人の外国
人農業労働者を受け入れており（Canadian 
Agricultural Human Resource Council 
2017：6）、外国人農業労働者の処遇につ
いての批判もあるものの 17）、おおむね高
い評価を受けている（佐藤 2011：676；
Preibisch 2010：409 -10）。

労働者の募集を労働者送出国に委ねて
いる点で日本の技能実習制度に似ており、
その制度目的として途上国の技能人材育

成を掲げてもいる（佐藤 2011：638）。同
プログラムの下で大多数の外国農業労働
者が最低賃金で働く点でも、日本の技能
実習制度に似ている。しかし、決定的に
異なるのは、就労期間が最長 8 カ月と短
期に設定されていることである。しかも、
契約期間が満了すれば 8 カ月以内であっ
ても帰国が義務付けられている。SAWP
の就労者は、反復就労者が多く、次回の
査証取得の妨げとならないよう労働者た
ちは早々に帰国する。雇う側にとっては
長期の雇用契約に拘束される心配がなく、
様々な理由から短期就労を望む労働者に
とっては希望する時期のみ来航して残り
時間を別の活動に充てることができるシ
ステムである。文字通り季節農業労働の
ためのプログラムなのである。

（3）韓国
韓国において、非専門就業の農業分野

の就職ビザで働く外国人労働者は、2014
年時点で合計 2 万 4 千人に達しており、
その出身国は 45％を占めるカンボジアを
中心に東南アジア諸国からの労働者が大
半を占める（佐野 2014：41）。彼ら外国人
農業人材は「勤労基準法」の適用対象から
除外されており、労働時間の面において
劣悪な労働環境にさらされているなどの
問題が指摘されている。しかも、平均賃
金は法定最低賃金を下回っており、受入
れ機関による未払いも問題視されている。
また、カナダと異なり年単位での受入れ
を行っているため、農閑期と耕作期の差
から、農場間での労働者の不法な移動が
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あるという（佐野 2014：42）。

2�．日本の農業人材受入れ制度と大潟村
の取組み

（1）農業分野での外国人技能実習制度
2019 年 4 月の時点で外国人技能実習生

の就業可能な職種と作業は、外国人の技
能実習の適正な実施及び技能実習生の保
護に関する法律の施行規則別表で定めら
れ、 農 業 分 野 で は 2018 年 12 月 28 日 時
点で耕種農業と畜産産業の 2 職種 6 作業

（施設園芸、畑作・野菜、果樹、養豚、養
鶏、酪農）に限定されている（ただし、2
号への移行を計画せずに 1 号のみで一年
以内の実習を行った後に帰国させるので
あれば、職種は限定されない）。また水田
耕作作業は技能実習 2 号移行対象職種に
含められていない。

賃金については、第 2 号団体監理型技
能実習についてみると、全職種の平均が
2016 年に月額約 13 万 6 千円であったの
に対し、農業での平均は月額約 13 万円で
あり、「仮に単純労働力の自由な受け入れ
が認められると農業よりも高い賃金を支
給する分野に外国人労働力は引き寄せら
れてしまい、必要なだけの労働力を確保
することができない可能性がある」（安藤 
2018：171 -2）との指摘もなされている。

（2）�大潟村での外国人農業技能実習生の
受入れ

大潟村の農業事業者は近年の人材不足
を受けて農業インターンの受入れなど
様々な対策を取っているが。そうした対

策の一つとして、大潟村などで農業を経
営する有限会社「正八」（ただし、稲作は
行っていない）は、2016 年から外国人技
能実習生を受け入れており、2018 年 12
月の時点で 6 名のベトナム人実習生が農
作業に従事している。受入れのためには
住宅の整備や研修費用の負担など多大な
コストがかかるが、たとえ割高でもあっ
て安定した労働力の確保のために必要で
あり、今後も受入れを続ける予定である

（河北新報 2018；魁新報 2018）。
しかし、稲作を行っていない「正八」を

唯一の例外として、大潟村の多くの農業
事業者は、深刻な人手不足にもかかわら
ず、外国人技能実習生を受け入れること
ができていない。それは、外国人技能実
習生の就業可能な職種に水田耕作作業が
含まれていないからである。

（3）大潟村の特区申請
政府は 2017 年 9 月に、外国人技能実習

制度とは別に、農業支援外国人受入れ事
業制度を創設し、国家戦略特区における
外国農業人材の受入れを可能とした。こ
の制度は技能実習制度と異なり、区域計
画の認定を受けた自治体において、農業
の競争力強化に必要な労働力の確保のた
めに通算最長 3 年の期間で「即戦力」と
なる外国人労働者を雇用する制度であ
る。また技能実習制度にある職種、作業
の制限は設けられていない。2019 年 2 月
25 日の時点で、愛知県、京都府、新潟
市、 沖縄県が区域計画の認定をうけてお
り、12 名の労働者が、この制度下で在留
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している（首相官邸 2019）。本制度創設の
経緯は大潟村が、技術を伴った農業人材
の確保のために、国家戦略特区の枠組み
を利用した外国人労働者受入れの提案を
行なったことから始まった。（石田 2017：
8；大潟村 2015）。2019 年 2 月 25 日時点
では大潟村への区域計画の認定は降りな
いままに、入管法そのものが大きく改正
されたことによって本制度は段階的に新
制度へ移行されることとなった（首相官
邸 2019）。しかし稲作に従事させる目的
で外国人労働者を受け入れることはでき
ないという点には依然として変わりがな
い。報道によれば、大潟村の担当者は「国
の動向を注視しながら、特区指定への返
事を待ちたい」と述べており（河北新報 
2018）、大潟村は、今後の農業分野での入
国管理政策の動向を見据えながら、外国
人材の受入れの可否とそのための最善の
枠組みを検討していかなければならない。

3 ．大潟村の政策と今後の可能性
外国農業人材の活用については、カナ

ダや韓国の制度と米国の制度との比較で
明らかなように、ごく単純化して言えば、
外国人材を最低賃金で雇う単純労働型と
高い技能を有する人材を受け入れて高い
生産性を狙う技能人材型とがありうる。

米国においては、外国農業人材を全般
的に法定最低賃金を上回る賃金水準で雇
用しており、一部の技能人材については
法定最低賃金を大きく上回る水準の賃金
で雇用している。同程度の米国籍の技能
人材に比べれば賃金が安いとの批判はあ

るが、外国人材にも技能に応じた賃金を
支給し、高い生産性を実現しているので
ある。

大潟村の高橋浩人村長は、技能人材型
の外国人材受入れを指向する発言をして
いる。たとえば、「パートナーとして大潟
村で新規に就労し、家族も持って長く暮
らしてくれる人が望ましい。国内の農業
系大学には、すでにアジアなどから多く
の留学生が来ている」（2016 年 10 月の国
家戦略特区諮問会議での発言）（産経新聞 
2017）、「地元の村の農家でも、3 年でそう
して帰るのではなくて、ちゃんとした社員 
として長く働いていただきたい。（・・・）
今コンピューターでも専門的な知識を
持った外国の方や日本の企業の中で活躍
しているような方を農業分野でも作れれ
ば、本当にもっと活性化してくるのではな
いか」18）といった発言が伝えられている。

しかし、大潟村の中でも農業経営の現
場から求められているのは、最低賃金で
働く単純労働者であるとの声も聞かれる。
大潟村の特区申請についても、必ずしも
農業分野での技能人材を求めるためでは
なく、現行の技能実習制度上は農林水産
省令によって禁じられている水田作業の
労働力を求めてのものであり、必ずしも
技能人材を求めてのことではないのでは
ないかと思われる。例えば、2018 年 6 月
の大潟村議会では、次のようなやり取り
があったと言う。

（丹野議員）農家が望む水田草取り要員
として、外国人労働者を受け入れ、雇
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用する事ができるか。

（高橋村長）現在の制度のものとで技能
実習制度を利用した場合、圃場管理業
務はできない。また特区に認定された
場合、業務の一環として草取りなどの
圃場管理作業への従事も可能となるが、
水田の草取り要員のみとしての雇用は、
魅力に乏しい上、本国での実務経験を
生かす労務でないことから、就労地と
して選ばれる可能性はきわめて少ない
と考えられる。受け入れるための条件
を整備する必要があると考える。

現行の制度で外国人材を水田草取りに
使うことができないことについては一致し
ているものの、仮に特別区域計画の認定
を取得して、外国人材を水田作業に従事
させることができるようになったにせよ、
草取りなどの単純労働で雇用するのか、
より専門的な業務に従事させるのかにつ
いては、まだ村内の関係者間のコンセン
サスの形成ができていない段階であろう。

あくまでも稲作の繁忙期に発生する単
純作業に対する需要の雇用調整を主眼と
した短期の単純労働者の雇用を目的とす
るのであれば、カナダが実践する季節農
業労働プログラムのような反復就労のシ
ステムが魅力的であろう。言うまでもな
いことであるが、全ての外国人労働者が
日本で働き続けることを希望しているわ
けではなく、短い期間で可能な限りの金
額を稼いで、本国に送金あるいは持ち帰
ることを望んでいる者も多い（依光ほか
2003；グェン 2013）。彼らにとって日本

が魅力的であるためには、就労手続きの
コストがあまり高くならないことが肝要
である。

日本の外国人技能実習制度は渡航に要
するコストが高く、出稼ぎのシステムと
してみれば、外国人労働者にとって必ず
しも効率の良いものではない。同じ東ア
ジアで見ても、改正入管法施行前の日本
の技能実習制度と韓国と雇用許可制を比
べると、韓国と日本で賃金水準がほぼ同
じであるにもかかわらず、韓国からの外
国人労働者（日本では「技能実習生」）が
渡航時に支払う費用は日本へ行く場合の
1 割～2 割程度であり、東南アジア等から
海外出稼ぎを考える者にとって韓国の方
が魅力的となっている（佐野 2017：89）。

外国人技能実習生に昇給・昇進の道が
開かれているというのであれば、それで
良いのかも知れない。しかし、現実に
は、昇給も昇進もなく、日本への渡航
時に負った百万円もの借金を返すためだ
けに日本で働き続けることを余儀なくさ
れることすらあるという（日本経済新聞
2018）。日本でキャリアを伸ばす道を完全
に閉ざしたままで、それでも勤勉に働い
てくれる労働力が欲しいというのであれ
ば、草取りのみに従事させるといった単
純・反復労働といえども賃金水準につい
て十分に考慮を払い、勤勉な人材を惹き
つける条件の提示が必要であろう。現行
の外国人技能実習制度が日本への渡航時
に実習生自身に多額の負担を負わせる制
度となっている状況で、昇給も昇進もな
い日本での最低賃金での就業機会が、外



− 33 −

国際教養大学アジア地域研究連携機構研究紀要第９号  pp. 15-39 （2019）

国人労働者にとって魅力的であり続けら
れるかは疑問である。

他方で、農業分野の技能に優れた人材
を受け入れるのであれば、その技能に見
合う報酬はもちろんのこと、彼らのキャ
リアアップにつながる魅力ある職場環境・
生活環境の提供が必要となる。

現行の法制度の許す範囲内で、あるい
は新たな特区申請を通じて、技能実習制
度の延長上にある改正入管法の特定技能
1 号とは異なる形での外国人材導入の方
途を考えていく必要があるのではないだ
ろうか。

第 4 章　まとめと今後の調査課題
最後に、仙北市と大潟村の取組みの意

義を検討し、特に、今後の発展の可能性
を大きく残している大潟村での外国人材
受入れのための政策について、その是非
と方針の判断に資するために、いかなる
調査が必要かを述べ、本稿の締めくくり
としたい。

1 ．仙北市と大潟村の取組みの意義
既に第 1 章で指摘したように、技能人

材にとって日本は必ずしも魅力ある雇用
を提供できていないという点があげられ
る。国際的な労働市場の中で、日本は全
体として競争力に乏しく、ましてや地方
はほとんど競争力を欠いた状態である。
インバウンド医療ツーリズムのために外
国医師を受け入れるという構想は、外国
医師を惹きつけるだけの好条件を提供で
きるのであれば、大きな成果を挙げうる

ものであれが、さほどの利益の見通せな
い中で国際的に高い需要のある医療人材
を惹きつけるだけの好条件での雇用を提
供することは、おそらく難しいであろう。

特区申請に示された大潟村の構想は、
未だ実現していないので、それがどのよ
うに具体化するか、まだ分からないが、
前章でも述べたように、外国農業人材と
して、最低賃金で働く期間限定の単純労
働者を受け入れるのか、生産性の更なる
向上によって農業の将来を共に切り拓い
ていくメンバーとして受け入れるのかに
よって、取るべき政策は大きく異なる。
そのいずれが正しいかということではな
く、単純労働型か技能人材型（あるいはそ
の亜種としての中間技能人材型）のいずれ
を求めるか、あるいは両方を求めるかに
ついての政策のコンセンサスを形成した
上で、それぞれに適した枠組みを用いて
いくべきであろう。

2 ．今後の調査課題
自治体がそうした政策判断をしていく

ためには、単純労働型の外国人材受入れ
と技能人材型の外国人材受入れとのそれ
ぞれについて、送出国の側から見てどの
ような条件が必要あるいは望ましいかを
明らかにしておくことが重要となるであ
ろう。

単純労働型についての問題は技能労働
者についての問題に比べれば比較的に単
純であり、他の受入れ国・受入れ地と比
べて給料が高いか、生活費が安いかと
いった金銭面の条件が何よりも重要とな
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る。しかし、技能人材型については、技
能人材がいかなるキャリア形成を考え、
受入れ地でいかなる将来を、あるいは受
入れ地を去った後にいかなる将来を望ん
でいるかも含めて考えなければ、国際労
働市場で競争力ある条件を示すことはで
きない。また、技能実習生のように、「単
純労働者」扱いされる者にも帰国後のキャ
リアがあり、その中には帰国後を視野に
入れて来日する者もいることに留意すべ
きである。

大潟村、あるいはその他の同様の政策
判断を迫られている自治体の参考として
供すべく、送出国側の求める条件あるい
は他の受入れ国の提示する条件を一つ一
つ明確にしていくことが今後 2 年間あま
りの調査課題となるであろう。さらには、
それを地方の自治体の戦略・戦術策定の
一助として供し、県や国の政策に対する
批判的視座あるいは建設的批判へとつな
げていきたい。
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【注】
1） 閣議決定「特定技能の在留資格に係る制度

の運用に関する基本方針について」（2018年
12月25日）では、「特定技能の在留資格に係
る制度の意義」が、「中小・小規模事業者を
はじめとした深刻化する人手不足に対応す
るため、生産性向上や国内人材の確保のた
めの取組を行ってもなお人材を確保するこ
とが困難な状況にある産業上の分野におい
て、一定の専門性・技能を有し即戦力とな
る外国人を受け入れていく仕組みを構築す
ることである」とされている（https://www.
kantei.go.jp/jp/singi/gaikokujinzai/kaigi/dai3/
siryou1-2.pdf）。

2） 秋田県の労働力供給の現状と課題について
は、日本銀行秋田支店「秋田県の持続的な経
済成長に向けた労働力の維持と課題」金融
経済調査シリーズ 2019年1月， http://www3.
boj.or.jp/akita/shiryou/data/chousa/c3101.pdf
を参照。

3） 同統計における移民の定義の不統一の問題
つ い てWorld Bank Group 2018：282-284を
参照。

4） なお、日本語の「移民」という言葉には「他
国に定住し、出身国には戻らない者」（狭義
の「移民」）のニュアンスが強くあるが、上記
の「移民」数は一時的に滞在する者も含めた
広義の「移民」の数であり、同じ2017年の
時点で外国に滞在する83万人の日本人は、
それぞれの国への移民数に数えられている
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（ibid）。
5） 上述の世界銀行の報告書は、近年の国際的

労働力移動の動向について、受入れ国の偏
重に加えて更にもう一つ興味深い点を指摘
している。それは移民の教育水準の高度化

（特に女性移民の教育水準の高度化）である。
1990年の調査では高所得27カ国に居住する
移民のうちの半分近くが初等教育修了者で
あり、高等教育修了者は27%に過ぎなかっ
たのに対し、その20年後の2010年の調査で
は約半数が高等教育修了者となった（World 
Bank Group 2018：28）。世界銀行の指摘に
よれば、高等教育（大学および大学院）を修
了した移民の増加の背景には、移民送出国
の側での高等教育修了者の増加のみならず、
移民受入れ国の側での需要があり、受入れ
国の側による選抜はますます厳しくなって
きている。その結果、高等教育を修了した
移民のうちの3分の2がオーストラリア、カ
ナダ、英国、米国の4カ国に集中している

（World Bank Group 2018：28-31）。これらの
国々は厳格な移民選抜を行うことで、途上
国から高度な人材を獲得することに成功し
ているのである。なお、これを「選別的移民
政策」として批判するものとして、小井土

（2017）を参照。
6） 移 民 多 様 化 査 証 プ ロ グ ラ ム（Diversity 

Immigrant Visa Program）は、永住権抽選プ
ログラム（Green Card Lottery program）など
とも呼ばれ、申請者に平等に移民の機会を
付与する目的で1990年の移民法改正によっ
て新たに加えられた制度である。

7） その背景について、小井土（2017：21，24-
29）を参照。

8） ここで移民政策と外国人材受入れ政策の関
係について立ち入った検討を行うことはで
きないが、さしあたり、近藤2018での議論
を参照。

9） 特に米国の高等教育機関で学位を取得した
外国籍の者は米国が「投資」した人材であ
り、移民にふさわしいという考え方にも続き、
STEM（Science、Technology、Engineering、
Mathematics）分野を中心に積極的な優遇措置
が取られている。2016年3月には、留学生の
卒業後の関連職種での1年間の企業研修を許
可するOptional Practical Training（OPT）制度
について、STEM分野の卒業生に限り、24ヶ
月の延長を許可する新規則が導入された。

10） 旧ソ連の高麗人は、沿海州から中央アジア
に強制移住された朝鮮系住民の子孫などで
ある。

11） こうした1989年の法改正の根本的矛盾に
ついて、鈴木（2017）を参照。

12） 外国医師等が行う臨床修練に係る医師法第
十七条等の特例等に関する法律（外国医師
臨床訓練特例法）施行規則に、2014年の改
正で臨床修練の許可の有効期間に係る更
新の申請手続に関する新条文（第5条の3）
を設け、また、改正前の同法第4条第2項
第5号が外国臨床修練医師受入れの必要書
類の一つとして「患者に与えた損害を賠償
する能力を有することを証する書類」の提
出を求めていたところ、同じ改正で同号の
文言を改め、「患者に与えた損害を賠償す
る能力を前項に規定する者［臨床修練を行
おうとする外国医師］又は臨床修練病院等
の開設者が有することを証する書類」（改
正 法4条2項4号）と し た（https://ajhc.or.jp/
siryo/20140926-3_4.pdf）。これにより、臨
床修練を行おうとする外国医師自身が損害
賠償能力を有せずとも受入れ病院がそれを
有することで足りることとなった。

13） 厚生労働省医政局長通知医政発0901第13
号（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/
kokusentoc/pdf/h150901k-5.pdf）。仙北市の
ウェブサイトの「仙北市国家戦略特区につ
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いて」のページ（https://www.city.semboku.
akita.jp/sousei/page01.html）も参照。

14） 2018年11月22日に中川、大金、三宅が仙
北市総務部地方創生・総合戦略統括監小田
野直光氏からヒヤリングを行ったところに
よる。

15）同上。
16）同上。
17） ケベック州人権委員会は移民労働者に対

する制度化された差別が存在するとして
SAWPも含めて連邦政府の短期外国労働
者政策を批判した（Commission des droits 
de la personne et des droits de la jeunesse 
[Québec Human Rights Commission] 2011）。

18） 「国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリ
ング（議事要旨）」，2018年3月26日，https://
www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/kokusentoc_
wg/h29/teian/180326_gijiyoushi_t_01.pdf，5
頁.
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要旨
　少子高齢化が著しく進む秋田県では、働き手の不足から全国と同様に外国人材の受け
入れが増えている。中でも、技能実習生は在留資格別で最も多く、企業の労働力を支え
る重要な役目を担っている。しかし、県内の受け入れ体制や支援の整備は進んでいない
のが現状だ。受け入れには、言語や文化の違い、受け入れ事業所の金銭的な負担という
ような様々な課題がある。また、外国人材の需要は国際的にも高まってきており、単に

「働かせる」のでなく技能実習生ら外国人労働者を１人の人間として考え、彼／彼女らが
日本や秋田県での生活に価値を見いだせる環境がなければ、外国から十分な労働者を集
めることは難しくなっていくであろう。秋田県と技能実習生の双方にとってメリットが
ある受け入れ体制に必要なことを整理するため、近年増加しているベトナム人の技能実
習生に焦点を当て、受け入れ事業所や技能実習生、送り出し機関などへのヒアリング調
査を行った。外国人技能実習制度の実態と課題を明らかにした上で、公的支援の充実、
受け入れ先としての秋田県のPR強化、受け入れ側と技能実習生間の理解促進を提言す
るものである。
キーワード：外国人労働者、技能実習生、外国人技能実習制度、少子高齢化

Abstract

With its rapidly aging population, Akita Prefecture is accepting an increasing number of foreign 

workers to address labor shortage. Trainees under the Technical Intern Training Program (TITP) 

comprise the largest group of foreign workers, and play an important role in industrial growth. 

However, institutions that accept and support such trainees have yet to develop in the prefecture. 

Issues such as linguistic and cultural barriers, and financial burdens on accepting companies 

also remain unresolved. Given the growing demand for foreign workers in the international 

labor market, Akita Prefecture would be an attractive destination only if it offers them beneficial 

Challenges and Recommendations for Accepting Technical Intern 
Trainees in Akita Prefecture :

~Based on Interviews in Akita Prefecture and Vietnam~
IIMURE Katsutoshi

秋田県における外国人技能実習生受け入れへの課題と提言
〜秋田県とベトナムでの現地調査を踏まえて〜

飯牟禮　克年
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working and living conditions. In light of the recent growth in the number of technical intern 

trainees from Vietnam, the author conducted interviews with the trainees, and their families, their 

employers, Vietnamese sending organizations, and former trainees. This paper will identify the 

challenges faced by TITP and underscore the need for increased public support for both trainees 

and employers. The paper will also propose measures to promote mutual understanding between 

trainees and the accepting side.

Keywords: Foreign Workers, Technical Intern Trainee, Technical Intern Training Program 
(TITP), Aging Population

Ⅰ．はじめに
少子高齢化の影響で日本では経済を担

う労働者が不足している。厚生労働省
（2019a）によると、有効求人倍率は上昇
傾向にあり、2018 年は前年より 0 .11 ポ
イント増え 1 .61 倍を記録した。こうし
た中、現在増えてきているのが外国人労
働者である。2018 年 10 月末現在、外国
人労働者の数は 146 万 463 人で昨年と比
べると 18 万 1793 人増加している。外国
人材を雇用する事業所数は昨年より 2 万
1753 カ所増え、21 万 6348 カ所となって
おり、労働者数、事業所数ともに過去最
高を記録している 1）。

秋田県内の外国人労働者を見ると、人
数は全都道府県中最少の 1 ,953 人、受け
入れ事業所も最少で 431 カ所に過ぎない
が、年々増加傾向にある。在留資格別で
は、本来は労働でなく技能実習が目的で
在留、就業する「技能実習生」2）が全体の
49％（958 人）を占めており、全国平均の
約 40 ％を上回っている 3）（図 1）。在留資
格にはそのほか、本来の意味での外国人
労働者と言うべき「専門的・技術的分野の
在留資格」と「特定活動」、留学生のアル

バイト等を指す「資格外活動」、婚姻等で
日本に暮らす外国籍者を指す「身分に基づ
く在留資格」があるが、本来は労働者でな
いはずの技能実習生が単純労働者の調達
に使われているところに日本の外国人労
働者市場の大きな問題があることは周知
の通りである。落合は、「（技能実習生を）

『国際貢献』の名のもと、実質的には産業
構造の底辺を支える安価な労働力として
迎え入れてきた」と指摘している（2010：
51）。秋田県の外国人労働者統計は、絶対
数こそ少ないものの、技能実習生が増加
傾向にある全国的な現象が顕著な形で示
されているのである。

また、新たな在留資格として「特定技
能」を設ける改正出入国管理法が 2019 年
4 月に施行される。技能実習生から特定
技能への移行者は初年度で 55～59％と見
込まれており（毎日新聞，2018）、従来の
技能実習生が「特定技能」資格で外国人労
働者として就労することになる。その是
非はともかくとして、日本の外国人労働
者政策は大きな転換期を迎えている。

技能実習生をはじめとする外国人労働
者は今後も増加する見込みはあるが、外
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国人労働者のニーズは日本以外の韓国、
台湾、シンガポールといった先進国や地
域の間でも高まってきている。韓国では、
単純技能分野の外国人労働者は増加傾向
にあり、零細企業を中心に外国人労働者
への依存度が高くなっている（李 2011：
179 -180）。こうして国際労働市場におけ
る外国人労働者の需要が増え続けていく
ことから、日本や秋田県へ来る外国人材
は持続的に供給することは難しくなるこ

とが考えられる。従って、労働者が日本
や秋田県での生活に魅力を感じるような
外国人材受け入れの体制整備、支援が求
められる。

筆 者 は 2018 年 12 月 か ら 2019 年 3 月
まで、国際教養大学アジア地域研究連携
機構の客員研究員として、秋田県で働く
外国人労働者の在留資格で最も多い技能
実習生、中でも増加傾向にあるベトナム
人技能実習生を対象に現状調査を行った。

図 1　秋田県内の外国人労働者（2018 年 10 月末時点）
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秋田県内の事業所、技能実習生、ベトナ
ムの送り出し機関、元実習生、残された
技能実習生の家族に実施した聞き取り調
査から得られた知見に基づいて、技能実
習生の現状や課題を明確にすると同時に
今後の秋田県の技能実習生受け入れに必
要なことを提言することが本稿の目的で
ある。

Ⅱ�．技能実習の仕組みと秋田県内の技能
実習生

（1）実習のプロセス
技能実習生の受け入れには、日本の企

業が海外の現地法人や関連企業の職員を
受け入れる「企業単独型」と商工会や協同
組合などを通じて受け入れる「団体監理
型」とがある。秋田労働局の担当者による
と、秋田県では後者の「団体監理型」での
受け入れがほとんどだという。

団体監理型での技能実習の大まかな流
れは次の通りである。まず、受け入れ事
業所や監理団体が技能実習計画の作成や
査証請求などの事前準備を行う。そして、
供給国の送り出し機関 4）で日本語学習や
職業訓練を受けた技能実習生が来日し、
日本の法律や生活上のルールなどを学ぶ
講習を受講した後、各事業所で実習を開
始する。実技、学科試験に合格し、移行
対象職種（77 職種）に該当すれば技能実
習 2 号の在留資格が取得でき、2 年間実習
が可能になる。外国人技能実習機構から
違反がなく受け入れ体制が充実している

「優良」と認められた監理団体と事業所に

限り、技能実習生が実技試験に合格すれ
ば 3 号として、さらに 2 年の実習が可能
となる。最大 5 年間の実習期間中は労働
関係法令が適用される。監理団体は事業
所が計画に基づき違反なく適切に実習を
しているかを確認するため定期的に監査
を行うほか、訪問指導や必要に応じて臨
時監査を実施する 5）。

（2）秋田県の技能実習生
秋 田 県 の 有 効 求 人 倍 率 は 2009 年 に

0 .31 倍 と 低 迷 し て い た が、2015 年 に
1 .05 倍に回復してからは急速に労働力不
足へと転じ、2018 年は 1 .52 となってい
る（秋田労働局，2019b）。こうした現状
から労働力不足を補う手段として、技能
実習生の受け入れが秋田県内でも活発化
している。秋田県の技能実習生は 2013 年
に全県で 701 人（秋田労働局，2018a：9）
であったが、2018 年には 958 人まで増加
した。

外国人技能実習生を国籍別に見ると、
中国が 386 人、ベトナムが 310 人、フィ
リピンが 164 人、カンボジアが 60 人な
ど。中国が全体の約 4 割を占めており、
現時点では最多グループとなっているが、
最近はベトナム人やフィリピン人など中国
人以外の増加が目立つ。特にベトナム人
の増加が顕著で 2013 年の 14 人と比べる
と、昨年は約 22 倍も増えている（図 2）。

受 け 入 れ 事 業 所 の 業 種 別 で 見 る と、 
8 割を超える 821 人が繊維工業（656 人）
を中心とした製造業での「技能実習」であ
る 6）。秋田県での製造・加工の有効求人
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倍率は 2018 年 11 月時点で 2 .29 倍となっ
ており 7）、前述したように求人の困難が
企業の目を技能実習生に向けさせている。
技能実習生の労働市場は人手が不足して
いる企業への労働力供給源となっている
と言える（上林 2015：36）。

県内の監理団体の数は東北最小で 13 団
体である（読売新聞，2019）。そのうち 12
団体が婦人子ども服といった縫製業関係

で、残り 1 団体は左官や鋳造、電子機器
組み立て関係など多様な業種を扱ってい
る。監理団体が繊維工業系に偏っている
のも、同分野での技能実習生が多い要因
としてみることができる。

政府は 2018 年 12 月、出入国管理法を
改正し、新たな在留資格となる特定技能
1 号と 2 号を設けた。前者は知識や経験
など一定の技能が必要で在留期間は通算

図 2　県内の技能実習生の推移
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5 年。後者は熟練技能が求められ在留期
間の更新が可能なほか、家族の帯同も認
められている。1 号に関しては、3 年以上
の技能実習期間があれば日本語試験と技
能試験が免除され技能実習生から移行で
きる。政府は農業や建設業など 14 業種で
初年度は最大 4 万 7 ,550 人の受け入れを
見込んでおり、そのうち半数以上は技能
実習生からの移行を予想している。これ
ら 14 業種のうち、秋田県内で特に有効求
人倍率の高い分野は建設や製造などであ
り、県内でも移行者が出てくる可能性は
大いにある。

Ⅲ�．ヒアリング調査から分かった技能実
習生の現状

（1）県内の現場から
秋田県の技能実習生の実態を把握する

ため、受け入れている県内の事業所を訪
ね、実習生と事業所の代表者らに受け入
れた背景や業務内容、普段の生活などに
ついてヒアリング調査を行った。調査先
は秋田県の主要産業の一つである農業と
技能実習生が最も多い製造の受け入れ事
業所 4 カ所である（表 1）。技能実習生に
は全ての事業所ではないが、県内在住の

ベトナム人通訳を介して調査を行った。

【受け入れ事業所・農業】
大潟村にある有限会社正八（宮川正和社

長）は人手不足により技能実習生を受け入
れており、現在 6 人のベトナム人技能実
習生が働いている。5 年ほど前からハロー
ワークやウェブ上で求人を募っても人が
集まらなくなり、技能実習生の受け入れを
決めた。6 人の業務内容は男鹿市の農場で
ネギの収穫や皮むき作業、カボチャの栽
培など多岐にわたる。勤務時間は労働基
準法に合わせて 1 日 8 時間以下となって
いるが、残業をする日もある。1 年目は最
低賃金だが、2 年目からは日本人のパート
と同額の賃金を支払っている。宮川社長
は「即戦力になっている」と評価している。
技能実習生を受け入れたことでネギ畑を 3
ヘクタール増やし、春からはカボチャの農
地も 2 割ほど広げる予定だという。

技能実習生は 20～30 代の全員男性で、
そのうち代表でドー・ヴァン・ティンさん

（35 歳、ナムディン省出身）とダム・ハン・
アンさん（20 歳、ゲアン省）が聞き取り調
査に応じてくれた。2 人が技能実習生に
なった目的はベトナム国内より賃金の高
い日本で稼ぐためと日本文化を学ぶため

表 1　調査先の事業所（2019 年 1 月末時点）

事業所名 代表者 受け入れ人数 技能実習生の業務内容

正八 宮川正和社長 男性 6人 ネギの皮むき、収穫など

JA秋田やまもと 米森萬壽美組合長 女性 5人 シイタケの選別、パック詰め

JES 青木航社長 男性 3人 木材乾燥機の部品組み立て

パイオニアソーイング 加賀谷健市社長 女性 7人 婦人服の縫製
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で、その他 4 人の目的も同じだという。
ダムさんは来日前、ベトナムの韓国系企
業でエンジニアとして働いていたが、月
収は 3 万 5 千円ほどであった。技能実習
生となった今はその約 3 倍の収入で毎月
実家に 7 万円ほど仕送りしているという。
2 人とも業務内容について特に不満もな
く「大分慣れた。日本人の職員も優しい」
と感想を述べた。ドーさんの妻の実家は
キノコ農家ということもあり「仕事は日本
の高い農業技術を学ぶ機会になる」と話
す。帰国後はキノコ農家を継ぎたいと考
えている。ダムさんは帰国後の計画は未
定だが、貯めたお金で店を経営したいと
いう。

JA秋田やまもと（本店・三種町）は昨年
10 月から受け入れを開始した。現在 10～
20 代のベトナム人女性 5 人が八峰町にあ
るシイタケの包装施設で働いている。受
け入れに踏み切った理由は人手不足に加
え、シイタケの生産拡大計画に伴う労働
人材の確保であった。受け入れ担当者は

「技能実習生であれば、決まった人数が決
まった期間働いてくれる。求人を出して
も来ない日本人より実習生を受け入れた
方が確実」と話す。賃金については日本人
のパートと同じ時給である 800 円を支給
している。業務時間は午前 8 時～午後 5
時で、技能実習生は箱に入ったシイタケ
を規格ごとにパックに分ける作業を行う。
1 日 1 人当たり約 700 パックを詰めると
いう。5 人が技能実習生になった目的は

「稼いで家族に仕送りをするため」「貯まっ
たお金で店を経営したい」「日本語を勉強

したい」などであった。実習生の一人、
チャン・ティ・ハンさん（27 歳、ナムディ
ン省）は「ベトナムでキノコ農家として自
分でビジネスを立ち上げたくて、その技
術を学ぶのも一つの目的」と話した。賃金
については「日本人と同じで不満はない」
と全員同じ答えだった。5 人とも来日して
数カ月しか経っていないためか、生活に
対するストレスもないようで「日本人の社
員は休憩中でもよく話しかけてくれて親
切」という感想が聞かれた。

男鹿市の農場でネギの皮むき作業を行う正八の
技能実習生

【製造】
大館市の縫製会社パイオニアソーイン

グは、元々中国から技能実習生を受け入
れてきた。しかし、中国国内の賃金が上
がっており希望者が減っていることから、
同社に技能実習生が来なくなり 2016 年か
ら技能実習生をベトナム人に切り替えた。
20～30 代の女性 7 人が技能実習生として
婦人用のブラウスやジャケットの縫製業
務に携わっている。月給は固定制で 13 万
1900 円としている。同社は日本人の従業
員（6 人）より技能実習生の人数が多く、
加賀谷健市社長は「技能実習生がいなけれ
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ば仕事は成り立たないのが現状だ」と話
す。技能実習生の調査では、チャン・ア
イ・フォンさん（28 歳、ランソン省）と
チャン・ティ・リさん（24 歳、ランソン省）
が応じてくれた。チャン（フォン）さんが
技能実習生になった理由はお金を稼ぎな
がら日本語を勉強し、帰国後にベトナム
で賃金が高い日系企業で働くためだとい
う。来日前は母親と地元の市場で日用品
を売っていた。月収については教えても
らえなかったが、技能実習生になる方が
より高い収入につながると考え、2 年前か
ら同社で働く。業務に関しては「最初は慣
れるのに苦労したが、今は大分慣れた」と
答えた。チャン（リ）さんが技能実習生に
なった目的はお金を稼ぐためで、帰国後
の予定はまだ分からないという。

木材乾燥機の製造を手掛ける能代市の
JES は、2017 年 5 月 か ら 20～30 代 の 男
性 3 人を技能実習生として受け入れてい
る。3 人の業務内容は主に部品の溶接や
組み立てで、業務時間は午前 8 時半～午
後 5 時までとなっている。賃金は月給固
定制で日本人社員と同額の約 13 万円と年
2 回のボーナスが支給されている。同社
が技能実習生を受け入れた理由は他の調
査先と同じ人材不足であった。社員の高
齢化が進み、新入社員より退職者が多く
なった状況が続いたことから、ベトナム
人の受け入れを決めた。青木航社長は「3
人とも率先して日本語であいさつをして
くれる。性格は真面目でよく働いてくれ
る」と評価する一方で、「もっと日本語が
上達すれば的確な指示がしやすくなる」と

大館市のパイオニアソーイングの技能実習生

話す。3 人は会社が用意した職場付近の一
軒家の社宅で共同生活を送っている。最
年長のドー・ゴク・ハイさん（32 歳、トゥ
アティエン＝フエ省）は「思ったより秋田
は寒くて雪には驚いたが、夏は涼しくて
過ごしやすい。仕事も不満はない」と秋
田の生活について語った。ドーさんら 3
人は給料が高い日本で稼ぐために技能実
習生として来日した。ドーさんは来日前、
アルバイトで事務作業の仕事をしていた
が、月給は 2 万程度であった。ホー・ロ
ク・フイさん（20 歳、トゥアティエン＝
フエ省）、ファン・タン・チンさん（24 歳、
ベンチェ省）は高校、専門学校をそれぞ
れ卒業後、現地の送り出し機関に入った。
両親は共に農家で月の収入は 2～3 万円
だったという。ホーさんは「貯まったお金
で母国の警察学校に入学する」と帰国後の
目標を教えてくれた。

（2）ベトナムでの調査
筆者は技能実習生の仕組みや送り出し

についてより深く知るため、ベトナムに
2019 年 2 月 22 日から 3 月 8 日まで訪れ、
送り出し機関（5 カ所、表 2）と残された
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家族（2 家族）、元技能実習生（2 人）に実
態調査を行った。

【送り出し機関】
送り出し機関の定義は文末注の 3）で記

述している通りである。機関によって詳
しい業務内容は異なるが、日本の監理団
体と連携して技能実習の希望者をベトナ
ム各地から募り、候補者の選考面接や内
定者の職業訓練や日本語教育を実施する。
日本の監理団体とは、電話や直接訪問に
よる営業、既に関係を持った監理団体か
らの紹介で締結を結ぶことが主流である。
送り出し機関は技能実習生への生活相談
や帰国後の就職支援も行う。調査で得た
情報を基に詳しい送り出し機関について
の説明をする。

技能実習の希望者を募集する方法は主
に 2 通りである。1 つは、送り出し機関が
ベトナム国内の役所やホームページで受
け入れ事業所の業務や契約内容を掲示し、
その事業所での技能実習希望者を集める

ケースである。2 つ目は、技能実習の希望
先はまだ決まってないものの、日本での
技能実習に興味がある人を募るケースで
ある。審査を経て送り出し機関に候補者
として登録されると、送り出し機関は候
補者が希望する事業所の選考面接に備え、
日本語でのあいさつや実技試験に備えた
職業訓練といった事前教育を約 1 週間行
う。選考面接は送り出し機関で行われ、
監理団体の担当者と受け入れる事業所の
代表者が日本語で志望理由や経歴につい
て質問する。必要に応じて送り出し機関
のスタッフが通訳を行う。面接に合格し
なかった生徒は他の事業所の面接を受け
たり、台湾など別の国への労働に変更し
たりすることがある。

技能実習の希望者が事業所を選ぶ基準
は様々である。送り出し機関 A の社長は

「送り出し機関が締結している監理団体の
傘下事業所がどの地域にあるのかによる
が、都会に比べて地方を希望する人は少
ない。都会は最低賃金が高いことが大きな

表 2　調査した送り出し機関

本　部
所在地

生徒数 
（候補者も含む） 主な業種 派遣した技能

実習生の累計 主な派遣先

A ハノイ 約  40 人 縫製、農業など 0人（※ 2019 年 1月
に設立したため）

（岐阜県、愛知県
などの予定）

B ハノイ 約 160 人 農業、建設 約   350 人 関東地方、福岡、
北海道

C ハノイ 約 600 人 建設、水産加工、農
業など 約 4,000 人 関東地方、北海道

D ハノイ 約 350 人 食品製造関係、建築、
農業、溶接 約 1,500 人 関東地方、沖縄県

E ハノイ 約 300 人 建設、溶接など 約 2,000 人 東京都、大阪府、
福岡県
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理由だ」、Cの会長は「実習先でもらえる給
料で決める。最低でも残業代込みで手取り
10 万円以下だと募集しても人が集まらな
い」と話した。Bの副社長は「経験がある
職種や勉強したい職種で選ぶ」と答えた。

希望者の実習先が内定すると、送り出
し機関は正式に生徒として認め、教育施
設で 3～6 カ月間ほど、日本語や日本で
の生活のルールの授業、職業訓練を行う。
日本語のクラスは業種ごとなどに分けら
れており、教科書をベースにした授業を
行う。講師は日本語能力試験の N3～N2
を持っている元技能実習生や留学生、日
本人が担当している。職業訓練は授業が
ない週末や来日前の 1 カ月前に行うなど
送り出し機関によって異なる。送り出し
機関の中には現地の大学と提携し、学内
に教育施設や職業訓練施設を設けている
所がある。このうち、B はハノイ職業技
術大学と提携しており、生徒は同大の施
設を用いて縫製や溶接の訓練を行う。そ
のほか、体力作りのための運動の時間や
日本でのマナーを学ぶ研修も実施する。

教育期間中、生徒は寮で共同生活を送
る。D の敷地内にある寮は全部で 100 部

C の教育施設で日本語を学習する生徒

送り出し機関の日本語教育施設の外観

屋あり、1 部屋 10 人収容できる。部屋に
はテレビを設置しており、日本語の教育
番組を流して常に生徒の耳に日本語が入
るようにしている。また、ベトナム国内
ではまだ広く普及していないという洗濯
機も完備し、日本での生活に近い環境を
整備している。寮も送り出し機関によっ
て設備や規則の多少の違いはあるが、基
本的に外出は届出制で、常に部屋は整理
整頓されてなければならなかったりゴミ
は日本の規則に習って分別したりするな
ど細かいルールがある。Dの副会長は「ベ
トナムの教育は日本と比べて厳しくなく、
ルールを守る意識が低い。来日してから
生徒が苦労しないようにあえて厳しい
ルールを作っている」と話した。

洗濯機やテレビ、エアコンなどが完備された D
の寮の一室
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送り出し機関内に設けられたゴミの分け方・出
し方を紹介するパネルと分別箱

送り出し機関が生徒に請求する費用は
調査した 5 カ所全てほぼ同じで約 40～45
万円（教育費、寮費、手数料など全て込
み）だった。請求は日本へ出国する直前に
行うことが多く、分割払いを認めている
送り出し機関もあった。実習先が内定し
ていない人へは基本的に費用の請求はし
ない。C の会長によると、以前は制限が
なかったが数年前から生徒に請求できる
費用は法律で 3 ,600 ドルと決まっている
という。

技能実習生の最近の傾向としては、日
本で稼ぐことに加え、帰国後の就職先を
考慮するケースが多いという声が聞かれ
た。Eの担当者は「以前は出稼ぎとして働
く技能実習生が主流だったが、最近は技
能実習を（帰国後の就職活動で有利にな
る）一つのステータスとしてとらえる人が
目立つ」と答えた。同担当者によると、在
籍している生徒 400 人の約 8 割は高卒で、
ベトナム国内では高卒の月収は 1～2 万
ということがある。一方で、ベトナムの
日系企業では、日本語能力試験でN2 を取
得していれば、月給 10 万ほど稼げるほか

ボーナスももらえることから、技能実習
で日本語を勉強して日系企業に就職する
人が増えてきているという。また、日本
語講師や起業家になることもあるという。
Bの副社長は「技能実習生の目的は帰国後
の就職だ」と話した。

【元技能実習生】
技能実習生はベトナムへ帰国後、学習

した日本語などを生かして日本語の講師
になったり日系企業や送り出し機関に就
職したり様々な進路を歩んでいる。秋田
県と岩手県で技能実習生として働いてい
た 2 人に技能実習生となった目的や日本
での生活について尋ねた。

グエン・ティ・フォンさん（23 歳、バ
クザン省出身）は、2015～2018 年まで秋
田県横手市のスーパーで水産加工の技能
実習をしていた。高校卒業後、日系企業
のプリンターの部品組み立て工場で働い
たが、月収は約 1 .8 万円程度だった。ま
た、工場内を自主的に清掃する日本人社
員の仕事への真面目な姿勢を見て、日本
でお金を稼いで日本の文化を学んでみた
いと思い、技能実習生になることを決意
した。実習先は「日本であればどこでもい
い」とあまり業種や賃金を考えずに選ん
だ。グエンさんによると、他の候補生も
当時ほとんど 18～20 歳で、日本につい
てよく分からないままとりあえず面接を
受ける人が多かったという。

業務内容は鮮魚をさばいて刺身にして
パック詰めにする内容で、日本人従業員
に見本を示してもらいながら仕事を教
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わった。月給は手取り 12 万円程度で、家
賃は 4 人部屋で月 1 万円だった。送り出
し機関には親戚から借金して 60 万円支
払い、約半年間教育を受けたが、最初は
日本語をゆっくりしゃべってもらわない
と理解できず、従業員からの「お腹空い
たか」といった何気ない声掛けも分から
なかったという。しかし、日本人の従業
員や社長とよく交流する機会があり、休
日にドライブやスキー、花見などに行っ
た。業務中も従業員からよく声を掛けら
れ、日本料理の作り方を教わったことも
あった。グエンさんは「（日本人の従業員
は）みなさんお母さん的な存在だった」
と話した。ホームシックはあまり感じな
かったが、旧正月や姉の結婚式に帰省で
きなかったのがさみしかったという。技
能実習を通じて「離れて暮らす家族の有り
難さや自立する大切さを学ぶことができ、
言葉や文化の違いを乗り越えて日本人と
仲良くなれたことがうれしかった」と振り
返った。日本人の従業員とは今も連絡を
取り合っている。

技能実習期間中はもっと日本人と会話
ができるようになるため、毎日業務後に
日本語を勉強し、2018 年に日本語能力試
験N2 を取った。帰国後、後輩に日本語だ
けでなく日本文化や日本人の良さを教え
て自身と同じような経験をしてほしいと
思い、送り出し機関の日本語の講師とし
て働いている。

ダン・ティ・リン・タオさん（26 歳、
フンイエン省出身）は、隣県の岩手県一
戸町の縫製工場で 2012～2015 年まで働

いた。日本の高い給料のほか日本語を勉
強して大学に入り待遇の良い会社に就職
することを目指して技能実習生になった。
以前は縫製工場に務めており給料は月に
1 万 2～5 千円だった。業種は経験があ
る縫製を希望した。事業所はグエンさん
と同様に地域にこだわらず面接を受けた。
送り出し機関には親戚や銀行から借金し
約 100 万円を払った。

業務内容は、男女用のスーツの縫製で、
手取り 11～12 万円だった。送り出し機
関で日本語を勉強したのはわずか 3 カ月
間で、来日した当初は簡単な日本語も聞
き取れず相手の言っていることが分から
なくても「はい」と返事をした時があっ
た。住居は寮で他の技能実習生 2～3 人
と共同生活をしていた。家賃は光熱費込
みで月 1 万円と安かったが、エアコンが
なく夏は暑くて眠れず濡らしたタオルを
体に当てて涼んでいた。また、工場周辺
には商業施設がなく、寮から自転車で 30
分かけて買い物に行っていた。冬は雪道
を 1 時間かけて歩いて行ったという。

一方で、地域の祭に参加したり毎週ス
ポーツをしたりするなど日本人の従業員
や地域との交流が多く、日本語を学ぶこ
とに適した環境だった。毎週日曜日には
地域のコミュニティーセンターでボラン
ティアの日本人から漢字や文法を習って
いた。ダンさんは「日本人との会話が上達
するにつれて、日本語を学ぶ楽しさを感
じることができた」と話した。帰国後はハ
ノイ大学に入学し日本語の勉強を続けて
いる。将来については、「日本語を生かし
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て日本の監理団体の職員や通訳として働
きたい」と話した。

横手市での技能実習を振り返るグエンさん

【残された家族】
技能実習生の家族も技能実習をベトナ

ムと比べて高い給料を稼げる手段、日系
企業に就職する一つのアドバンテージと
してとらえている。また、家族を残して
離れるさみしさを感じている。

能代市の JES で働いているドーさんの
兄ドー・ゴク・クイさん（44 歳、トゥア
ティエン＝フエ省在住）によると、ドー

（クイ）さんの家族はドーさんのほか妹と
姉の娘も技能実習生として日本で働いて
いる。クイさんは「ベトナムの特に田舎は
収入が少なく豊かな生活ができない。技
能実習はお金を稼ぐ一つの手段となって
いる」と話した。クイさんが住むフダ村内
にある集落は約 250 世帯あり、ほとんど
の世帯で少なくとも 1 人は技能実習生と
して来日しているそうだ。集落の間では
技能実習生が貯めたお金を使ってホーチ

ミンで商店を開くことが流行っていると
いう。正八で働くドー（ティン）さんの妻
グエン・ティ・ダオさん（31 歳、ニンビ
ン省在住）は「毎月の仕送りで助かってい
る。旦那には帰国したらできれば日系企
業に勤めてほしい」と、帰国して農家を
したいというティンさんとは違う心境を
語った。

技能実習生として働く家族に期待を込
める一方で会えないさみしさもある。ク
イさんは「弟の妻と子どもにはできれば日
本で弟と一緒に暮らしてほしい。家族だ
からずっと離れていると関係が深まらな
い」と懸念を示した。グエンさんも「毎日
フェイスブックで連絡を取り合っている
が、早く帰ってきてほしい」と話した。

ヒアリング調査に応じるドーさんの兄クイさん
と通訳者（左）

Ⅳ．技能実習生受け入れの課題
秋田県内とベトナムでのヒアリング調

査を通じて、共通点がいくつか浮かび上
がってきた。ほとんどの技能実習生は日
本での高い給料や日本語習得、帰国後の
キャリアを目的に来県していた。調査先
の事業所は人手不足を理由に技能実習生
を受け入れていた。一方で、以下のよう
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な課題も浮かび上がった。

①　日本語能力習得の難しさ
厳密な日本語習熟度は不明だが、技能

実習生を聞き取り調査する際、ほぼ全員
と簡単な会話はできたものの、通訳なし
ではインタビューを行うことができな
かった。また、技能実習生の日本語能力
は個人差があった。日本語が上達すると、
日本人社員からの指示や指導内容がよく
理解できるようになり労働生産性の向上
につながるほか、日本人との交流が深ま
ることが期待できる。

技能実習生の日本語能力が低かったり
個人差があったりすることの原因の一つ
に、送り出し機関での日本語教育が十分
でないケースがあることが挙げられる。
送り出し機関Eの担当者は「送り出し機関
での教育は 4 カ月、長くても半年ほどし
かなく限度がある」と指摘した。

同担当者によると、来日する技能実習
生は基本的な日本語しか勉強しておらず、
例えば「結構です」や「いいです」といっ
た肯定と否定両方ともとらえることがで
きる表現を使われると、区別ができない
といった場合がある。Dの副会長は「地方
に派遣された技能実習生からは方言が分
からないという相談がある」と述べた。元
技能実習生の 2 人は来日当初はほとんど
日本語が分からなかったと話していた。

短い教育期間だけでなく、講師や教育
の質にも問題があるといえる。送り出し
機関によっては日本語の講師の中に筆者
と日本語でスムーズに会話ができない人

がいたほか、日本人講師がいないところ
もあった。正八のダムさんとドー（ティ
ン）さんの送り出し機関では形式上日本語
能力試験を来日前に受けるが合否は関係
ないという。ダムさんは 7 カ月間、月～
土曜まで送り出し機関で日本語を学んで、
N4 を受けたが不合格のまま正八の技能実
習生となった。

正八の宮川社長によると、6 人の日本
語能力は業務には特段支障はないものの、
たまにうまく指示が通じないこともなる
という。6 人は業務後に機関で使用して
いた日本語の教科書やオンラインで勉強
しており、日本語能力に関して向上心が
見られたが、語学を上達させる研修やサ
ポートはないのが現状だ。JESの青木社長
は「3 人の日本語のレベルにはギャップが
あり、日本語が上手い人に仕事の指示が
しやすく、語学レベルによって仕事の能
力も変わってくる」と話した。3 人はほぼ
毎日仕事で聞いた単語を覚えるなどして
学習しているが、日本語で会話する機会
も少なく思うように上達していないとい
い、「日本語ができれば仕事もできるよう
になるし、日本人の社員とも会話が楽し
めると思う」「日本語を勉強する研修の機
会がほしい」という声が聞かれた。正八の
ダムさんも「日本語を上達させてもっと日
本人社員と会話したい」と話した。

しかし、技能実習生の来日目的の大部
分は「お金を稼ぐこと」であるから、「日本
語が出来なくても業務ができれば大丈夫」
という考えを持った実習生も中にはいた。
パイオニアソーイングの加賀谷社長による
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と技能実習生の中には全く日本語を勉強し
ない人もいるという。同社のチャン（リ）
さんは「日本語は難しくて勉強はしないけ
ど、仕事はちゃんとできる」と話した。

以上のことから、意欲がある技能実習
生には事業所での業務だけでなく、日本
語を学習する機会もあると彼／彼女たち
の業務や生活が有意義になると考えられ
る。実際、元技能実習生のダンさんは独
学のほか、地域のボランティアから日本
語を学んでおり、日本語が上達すること
で充実した生活につながったことを述べ
ている。

②�　多額な送り出し機関の費用と不十分
な技能実習生への生活支援
技能実習生は来日前、送り出し機関に

多額の費用を払っているため借金をして
いるケースがほとんどだった。技能実習
期間中は節約して借金を返済し、貯金す
るために仕送りを行っている。

正八のダムさんとドー（ティン）さんは
貯金を崩したり親や銀行に貸してもらっ
たりして、送り出し機関に約 100 万円を
支払った。その他の 3 つの事業所の技能
実習生やベトナムで調査した元技能実習
生も同様で 60～130 万円を借金して送り
出し機関に払っていた。最初の 1 年目は
ほとんど借金の返済で仕送りは終わって
しまう。JES のドーさんの兄クイさんも

「送り出し機関への費用は高すぎる。貧困
が理由で出稼ぎに行く技能実習生にとっ
て負担が大きすぎる」と述べた。

ベトナムで調査した送り出し機関の費

用は新しいベトナムの法律で定められた
範囲内の約 40 万円だった。Bの担当者は

「ベトナム政府に認定されていない送り出
し機関は悪質なところがあり、100 万円
ほど学生に請求する送り出し機関もある」
と指摘する。

しかし、技能実習生が来日前にベトナ
ムで働いていた時の月収の額を考慮する
と約 40 万円でも大金であると考えられ
る。技能実習生は生活費をなるべく抑え
て仕送りをしている。

技能実習生は金銭的に負担を抱えてい
ることに加え、気候や文化と大きく異な
る日本で生活しなければならない。そう
いった技能実習生への支援が秋田県では
十分ではない。ベトナムは温暖で雪は降
らないため秋田県のような雪国での生活
についての知識はない。正八のドー（ティ
ン）さんは「初めて雪を見た時は驚いた。
今は慣れたが、前もって雪用の靴や服が
必要だという情報が欲しかった」、JESの
ドーさんは「最初の冬は寒くて眠れない時
もあった」と振り返る。

また、受け入れる事業所は住宅街から
離れており、交通アクセスが不便で交通
費が高くなるケースがある。正八の技能
実習生が、近くの大型商業施設まで行く
場合、バスと電車を乗り継いで往復で
800 円かかる。なるべく多くのお金を貯
めたい技能実習生にとって生活費が大き
くなることは痛手である。

技能実習生の中には妻や子どもを母国
に残してきた人がおり、彼らは業務後に
会員制交流サイト（SNS）で家族と連絡を
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取っている。
実習期間中、渡航費は自己負担のため

帰国することが難しく、ホームシックに
なることがある。パイオニアソーイング
のチャン（フォン）さんは 4 歳と 6 歳の娘
を残して来日している。「会えないのはつ
らい。人間ならば誰でもその気持ちはあ
る」と答えた。残された家族もドー（ティ
ン）さんの妻グエンさんのように早く帰っ
てきてほしいという思いがあると考えら
れる。元技能実習生のグエンさんも家族
に会いたい思いはあったが渡航費が高い
ため、我慢して働いたという。

こうしたことから実習生に対する心理
的ケアの支援も必要となる。

③　受け入れ事業所の負担
現在の制度では、技能実習生の宿泊施

設の確保や指導員の設置など受け入れま
でに事業所が行う様々な準備がある。主
な負担の一つとして挙げられるのは金銭
的なコストである。JA秋田やまもとでは、
技能実習生を受け入れるために職場の近
くにある空き家を借りて改修し、生活
用品を揃えるなどして受け入れまでに約
750 万円かかった。JES は、技能実習生
の家賃 5 万円を会社で負担している。そ
のほか、事業所は所属する監理団体へ毎
月 1 人あたり 3～4 万円ほど「管理費」や

「組合費」として支払わなければならない。
金銭面以外の負担も発生する。JA秋田

やまもとでは、実習生の住宅の周りに商
業施設がなく、週に 1 回職員が交代で能
代市まで車で買い物に連れて行っている。

パイオニアソーイングも技能実習生の移
動手段が限られるため、10 日から 2 週間
に 1 回加賀谷社長自らが車で近くの商業
施設まで送迎を担当している。JESは、交
通の便が悪いため自転車を支給した。正
八は技能実習生の住宅から職場までの送
迎を行っている。

受け入れ事業所は、文化的に異なる技
能実習生への生活指導も行わなければな
らない。青木社長は「受け入れ始めた時、
3 人は横断歩道のないところを自転車で
渡ったり、ストーブの上で洗濯物を乾か
したりしていて、日本や秋田での生活習
慣について教えるのに苦労した。技能実
習生の受け入れは日本人を雇うよりコス
トがかかる。しかし、人手不足で受け入
れざるを得ないのが現状だ」と語った。

調査した事業所によると、こうした実
習生の受け入れに関する負担に対して行
政の援助はないという。担当者からは、
技能試験を行う会場の提供、技能実習
生の住居確保や職場までの送迎の補助と
いった支援を望む声が聞かれた。

受け入れ事業所の中には、県外の監理
団体に加入していることで負担が増す場
合もある。これは、県内の監理団体の数
と団体の取り扱う業種が共に少ないから
である。正八の宮川社長は農業の監理団
体が秋田県内にないため、大阪府に本部
がある監理団体を利用している。宮川社
長によると、監理団体の職員が監査など
で秋田県を訪れる際は交通費が高くなり、
管理費も割り増しになるという。また、

「技能実習生は難しい日本語が分からない
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ため、ベトナム語を話せる監理団体の職
員が近くにいないと保険や契約内容の説
明することが難しい」と話した。

④　受け入れ側と技能実習生間の理解不足
ベトナムの送り出し機関への調査では、

受け入れる事業所と技能実習生の理解が
互いに深まっていないことから生じるト
ラブルがあるという声が聞かれた。

送り出し機関 D の副会長は事業所と技
能実習生の間で意思疎通がうまくいかず、
互いのストレスにつながるケースがある
と指摘する。来日して間もない技能実習
生のほとんどは日本語を聞き取る能力が
乏しい。同副会長によると、送り出し機
関での日本語教育は基本的に教科書を参
考にしており技能実習生は「～しろ」「～
やれ」などの命令形が理解できず、日本人
の従業員から叱責され仕事の意欲が低下
することがあるという。事業所も「この技
能実習生は仕事ができない」と思い込む
ことがある。Dでは昨年 12 月に大阪府の
建設会社から技能実習生が 1 人失踪した。
日本人社員の態度が威圧的でストレスを
感じ、転職を試みたという。D の副会長
は「技能実習生を単に労働者としてではな
く、彼らが文化や言語が違う国から来て
いると認識する必要がある。送り出し機
関によく技能実習生のクレームを報告す
る事業所ほど技能実習生との交流が少な
い印象がある」と話した。

Eの担当者も「ベトナムでは日本ほどゴ
ミの分別の決まりがない。地域によって
細かいルールもあり、技能実習生がゴミ

の分別をしないと事業所からクレームが
来る時がある。また、ベトナム人はよく
スキンシップをするが日本ではセクハラ
と勘違いされることもある」と話した。こ
うしたことから、同担当者は互いの文化
の違いを理解して学び合うことが大切と
訴える。

Bの副社長は「手取りは少なくても、日
本人社員と技能実習生が休日に一緒に出
かけたり食事したりするなど、頻繁に交
流している事業所では、技能実習生の満
足度は高い」と話す。

⑤　秋田県の認知度の低さ
今回の調査では、技能実習生の間では

秋田県はよく知られていないことも分
かった。ほとんどの技能実習の候補生は

「日本であればどこでもいい」「地方は最低
賃金が低い」という意識を持っており、日
本への知識がないまま技能実習生になる
ことがある。

今回調査した Eで日本語を学ぶ生徒 40
人に「秋田県のことを知っている人はいる
か」と質問したところ、「知っている」と答
えたのは秋田県内の技能実習に内定した
3 人のみだった。Cの会長も「技能実習生
で秋田について知っている人はほとんど
いない」と答えた。

国際的に外国人労働者の需要が高まり
続ける中、秋田県で受け入れを行ってい
くには秋田県の知名度を上げ、労働者自
らが秋田県で働きたいと思えるような体
制作りが大切になる。現在の認知度の低
さでは、この先の労働者の安定した供給
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は保証できる可能性はないと考えられる。

Ⅴ．行政機関の対応
現地調査の結果から、技能実習生をは

じめとする外国人労働者の受け入れには、
体制の整備や支援の充実が必要だという
ことが明確になった。この章では、技能
実習生ら外国人材の受け入れに関わる秋
田県の政策のほか、県外で行われている
先例について述べていく。

（1）秋田県のケース
現在、秋田県では外国人労働者に特化

した支援や受け入れ体制の整備はあまり
進んでいない。

秋田県は 2018 年 10 月に県内の建設や
農業など各業界団体などとともに「外国人
材活用促進連絡協議会」を設立し、県内企
業に外国人技能実習制度の周知を図って
いく方針を立てた（秋田魁新報，2018a）。
翌月には技能実習生といった外国人労働
者の受け入れ方法や課題について学ぶセ
ミナーを開催した（秋田魁新報，2018b）。
2019 年度の当初予算には、新たに「外国
人材の受入体制整備事業」として約 1047
万円の予算を盛り込んだ（秋田県 2019：
14）。内容は、前述した協議会や受入セミ
ナーの開催、秋田県国際交流協会が運営
している「秋田県外国人相談センター」の
対応強化などである。

このように、受け入れに関する動きは
出てきているものの、秋田県の担当者は

「秋田県での支援や体制整備に関してはこ
れから進めていく段階」と述べた。

県内の自治体では受け入れ整備を始め
ているところがある。八峰町では 2019 年
度から町内の技能実習生約 30 人との交流
推進事業を計画している。技能実習生と
地域の交流が少ないことから、技能実習
生に同町の良さを知ってもらおうと同町
の観光名所巡りと住民との親睦会を企画
している。にかほ市では、同じく 2019 年
度から製造業の分野で受け入れる監理団
体の設立を支援する方針を立てている（秋
田魁新報，2019）。同市総合政策課による
と、市内に監理団体を置くことで市外や
県外の監理団体に払う経費や監理団体に
行く出張費が節約できるほか、技能実習
生の支援を充実できるメリットがあると
いう。

（2）先例紹介
行政による技能実習生受け入れ支援に

関する先行研究は山口の埼玉県川口市の
事例研究（2017）を除いて数少ない。山
口によれば、川口市では、1980 年代から
川口市の代表産業である鋳造業の中小企
業が技能実習生を受け入れている。2016
年、技能実習生への支援策として宿泊施
設建設費補助制度と外国人研修生を活用
した交流・PR事業を開始した。そのうち、
交流・PR 事業では市内の外国人労働者
と市民の交流会や市政情報を提供するた
めの技能実習生のメールアドレス登録を
行っている。山口（2017）はこれらの政
策は技能実習生と地域社会の共生につな
がるほか、再来日を希望する技能実習生
を呼び戻しやすくなると主張する。
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筆者の調べでは、他の自治体でもさま
ざまな受け入れ支援が実施または予定さ
れている。群馬県は 2017 年、同県に来
るベトナム人の技能実習生の円滑な人
材育成と活用を目的に、ベトナム政府と
体制整備と包括連携を進めることを合意
し、覚書を締結した。覚書では、同県が
受け入れ事業所や団体の指導・監督を行
い、ベトナムは派遣前の実習内定者への
日本語教育を強化すること、問題点の情
報交換を互いにすることなどが定められ
ている。覚書締結を通じて、同県の労働
力確保、県内企業のベトナム進出の環境
作りといったメリットが期待できる（産経
ニュース，2017）。群馬県労働政策課によ
ると、群馬県は覚書以外にも受け入れ事
業所の社員が技能実習生に日本語を教え
る際の参考にしてもらうため、日本語教
育セミナーを実施するなど率先して受け
入れ体制の整備を進めている。

岐阜県飛騨市では、2018 年度から技能
実習生が支払う家賃を最大 3 年間、月額
3 万円を上限に補助している。対象は地
域の空き家を社宅としている受け入れ事
業所で、初年度は 2 つの事業所が申請し
ている。飛騨市では過疎化が進み空き家
が増えていることに加え、市内の人手不
足で技能実習生を受け入れている事業所
が増加していることから、補助を始めた。
飛騨市の担当者は、なるべく生活費を抑
えたい技能実習生へのメリットだけでな
く、地域の空き家に彼らが住むことで住
民との交流のきっかけにもなることを指
摘した。実際に技能実習生が地域住民と

清掃活動や行事に参加するようになり、
技能実習生が地域に溶け込みやすい環境
ができつつあるという。

鳥取県日南町も町の企業の人手不足解
消や経営継続につなげるため、2019 年度
から技能実習生を受け入れる事業所に対
して、技能実習生の渡航費や監理団体へ
支払う管理費などの経費の半額を補助す
る事業を始める予定だ。

Ⅵ．今後の受け入れへの提言
秋田県外の自治体の先例やこれまでの

調査を踏まえると、秋田県は受け入れの
支援や整備が進んでいないことは明らか
である。受け入れの課題と共に求められ
る支援や整備は既に述べた。ここで改め
て簡潔ではあるが、提言していきたい。

（1）公的支援の充実
秋田県の労働力を補う技能実習生の受

け入れには事業所だけが負担するのでは
なく、地方行政も加わり地域全体で整備
を進めるべきである。主な内容は次の通
りである。
①　受け入れ事業所への補助

 技能実習生を受け入れる事業所に、選
考面接のための供給国への渡航費など
受け入れ準備に係る費用を一部補助す
る。必要に応じて技能試験の会場の提
供や技能実習生の送迎も行う。事業所
の負担が減るほか、受け入れを始める
事業所の増加が見込める。

②　技能実習生の家賃補助
 過疎化が進み増えている地域の空き家
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を活用し、社宅として生活する技能実
習生の家賃を一部補助する。技能実習
生はその分を仕送りや貯金などに充て
ることができる。また、地域の中に技
能実習生が住むことで住民との交流す
る機会が生まれる。

③　日本語研修の実施
 希望する技能実習生に対して、公民館
やコミュニティーセンターで地域住民
や学生のボランティアが日本語を無料
で教える。日本人と会話する機会が増
えることにより技能実習生の語学学習
への意欲向上が見込める。

④　監理団体設立の促進支援
 秋田県や各市町村が必要に応じて監理
団体の設立の促進と支援を行う。各市
町村や県内に監理団体があることで受
け入れ事業所は経費を節約、負担を軽
減することができる。身近に監理団体
があることで技能実習生へのサポート
がより充実する。

⑤　生活アドバイザーの設置
 技能実習生の生活や悩みについての相
談に対応できる独自のアドバイザーを
配置する。アドバイザーは県内在住の
供給国を出身とする者や外国語ができ
る者が担当する。事業所訪問やウェブ
上などで相談、心理ケアを受け付ける。
技能実習生が事業所や監理団体に言い
にくい内容も聞くことができ、技能実
習生の問題やニーズを把握する手段に
もなり得る。

⑥　技能実習生の渡航費補助
 技能実習生が旧正月などに家族と会う

ための一時帰国の渡航費を一部負担す
る。家族に会えないさみしさから生じ
る精神的な負担をできるだけ解消し、
技能実習に対する意欲を高める。

（2）秋田県のPR強化
技能実習生の間で秋田の認知度は低い

ことから、豊かな自然や人の温かさと
いった秋田県の魅力、秋田県で働くメ
リットを供給国の送り出し機関などでPR
をする必要性がある。秋田県や受け入れ
事業所が連携して技能実習の希望者が秋
田県を選んでくれるような働きかけをす
べきである。
①　供給国でのPR活動

 技能実習を希望する人は高校卒業した
ばかりの若者が多く、日本について深
い知識はあまりないのは調査の結果の
通りである。希望者が実習先を選ぶ一
つの参考として、秋田県の関係者らが
供給国を訪れて送り出し機関などで秋
田県の良さを発信する。実際にベトナ
ムの送り出し機関の担当者は現地での
PR活動することは可能だと話していた。

②　インターネットを活用した広報
 供給国でPRするほか、ウェブ上でも県
内の技能実習生向けのホームページを
作成し、ベトナム語や中国語など主な
供給国の言語で秋田県や各地域の情報
を掲載する。特に東南アジアは秋田県
と気候が異なるため、冬の備えに関す
ることやストーブの使い方についての
情報も載せる。
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（3）�受け入れ側と技能実習生の共生に向
けた相互理解と交流の促進

調査から分かったように、受け入れ事
業所と技能実習生が互いに理解し合えて
いないことで意思疎通できずにストレス
を感じ、技能実習生の失踪などのトラブ
ルにつながるケースがある。受け入れ側
は「なぜ技能実習生が来日するのか」「彼
／彼女らはどのような国から来たのか」と
いったことを把握することが大切である。
また、受け入れ事業所や地域住民と頻繁
に交流していた技能実習生は、事業所や
地域に愛着を持ったり日本語学習への意
欲が上がったりと、技能実習を単なる出
稼ぎとしてではなく自身がスキルアップ
できた貴重な経験としてとらえていた。
技能実習生を一人の人間として迎えるこ
とで受け入れ側と技能実習生間の関係が
深まることが期待できる。
①�　受け入れる事業所における日本人社

員への教育
 受け入れる事業所の社員に技能実習生
について知ってもらう機会を設ける。
供給国の事情や言語や文化が異なる異
国で働く大変さを理解することで、技
能実習生に対してどのように接するべ
きか考えるきっかけになる。例えば、
来日したばかりの技能実習生にはジェ
スチャーを使いながらゆっくり話して
指示をする、一緒に食事をするなど互
いに仲良くなるためにどのようなこと
が必要か考える。

②　地域間での交流
 事業所だけでなく、地域でも技能実習

生と交流する機会を地方自治体や事業
所と作る。親睦会や地域の清掃活動と
いった交流を通じて技能実習生が秋田
県や地域に魅力を感じ、再び来日した
いと思えるような環境を整備する。

Ⅶ．おわりに
本稿では、現在全国的に増えている技

能実習生の現状を調査し受け入れの課題
を見つけ、今後の秋田県における受け入れ
に何が必要かを論じた。受け入れ事業所
や自治体の関係者に是非参考にしてもらい
たい。しかし、監理団体や外国人技能実
習機構など調査すべき対象がいくつか残っ
ており課題や提言はまだ他にもある。

ただ、今回行った提言の中で筆者が特
に取り入れてほしいのは、受け入れ側と
技能実習生間の相互理解と交流の促進だ。
つまり、技能実習生を単なる労働者とし
てではなく、母国を離れて異国で働く人
間としてみてほしいのである。ほとんど
の技能実習生は先進国の日本にあこが
れを抱いて、家族や自身の生活、将来の
目標のためにわずか数カ月の日本語やマ
ナー教育、職業訓練を経て来日する。日
本語を十分に理解できなかったり仕事で
ミスをしたりするのは当然である。そう
いった技能実習生の背景を理解すれば、
自ずと交流が生まれるだろう。

とあるベトナムの送り出し機関の調査
で、日本語の教育施設を案内してくれた
担当者は元技能実習生だった。彼の実習
先の職場では、日本人従業員と技能実習
生の会話が少なく、中には技能実習生を
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無視する従業員もいたが、彼は下手な日
本語ながら積極的に「週末は何をしまし
たか」「元気ですか」と職場や地域の人に
話しかけた。そのうち、一緒に居酒屋に
行ったり近所の人から果物をもらったり
するようになり交友を深めた。ある日、
日本人の同僚から「ベトナムに行ってみた
い」と言われた時は心からうれしかったそ
うだ。彼は「実習内容を学べたことより
も日本に来て価値観が広がったことがよ
かった」と振り返る。

技能実習生は日本や秋田県の労働力を
補う役割を担っており、本来の目的であ
る「国際貢献」の概念とはかけ離れている
のが現実だ。しかし、彼のような技能実
習生が一人でも増え日本で技能実習以上
のことを学び、母国や日本で活躍する人
材が生まれることは長期的な展望で見れ
ば、楽観的かもしれないが「国際貢献」に
なるのではないだろうか。受け入れ側も、
若くして異国で働く技能実習生と接する
ことで学ぶことはあるだろう。

筆者の本業は新聞記者である。最近の
報道からは、技能実習生の失踪や過酷な
労働を強いる受け入れ事業所など技能実
習制度の「マイナス」の部分しか流れてこ
ないように思う。今回筆者がベトナムを
訪れて驚いたのは、技能実習生として稼
ぐだけでなく、日本での経験を転機とと
らえ、日本語教師や経営者としていきい
きと人生を歩む元技能実習生と出会えた
ことである。確かに、この制度は様々な
問題を抱えている。一方で、まだわずか
かもしれないが、ベトナムの若者に技能

実習が「プラス」に作用していることを紙
面で伝えるのも技能実習生を調査した記
者としての義務だと感じている。

【注】
1） 厚生労働省（2019b）の「『外国人雇用状況』の

届出状況まとめ【本文】（平成30年10月末現
在）」を参照した。

2） 外国人技能実習生とは、外国人技能実習制
度により「技能実習」の在留資格で日本に滞
在し、受け入れ事業所で技能を学ぶための
技能実習を行う人である。技能実習制度は
日本の技能を発展途上国に移転する「国際貢
献」を目的に1993年に設立された。元々は
1960年代後半の経済の国際化に伴い、国内
企業が海外に進出し、企業が現地法人や関
連企業の外国人社員を対象に日本での技術
研修を始めるようになったのが始まりとさ
れる。バブル期には深刻な人手不足から中
小企業も受け入れが可能になった。当時は
あくまでも「研修生」である。そして、1993
年に制度が創設された際に「特定活動」の在
留資格で、研修を行った同じ受け入れ先に
おいて技能実習が行えるようになり、「労働
者」となった（宮島，鈴木 2014：13-14）。実
習生は労働力の不足分を担う重要な役割を
果たしてきた一方で、低賃金や不当な残業
など悪質な労働環境で働く実習生の実態や
失踪などの問題が報道を通じて表面化した。
以降、入管法の改正で在留資格が「技能実習」
となったり技能実習生の保護が強化された
りするなどルールを変えながら政府は制度
を続けてきた。2017年には外国人の技能実
習の適正な実施及び技能実習生の保護に関
する法律（技能実習法）が施行され、技能実
習生の保護の理念から監理団体が許可制に
なり、実習計画の認定制などが設けられた。
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3） 秋田県の数字は秋田労働局（2019a）の「平成
30年『外国人雇用状況』集計結果」を参照し
たほか、技能実習生の全国平均は厚生労働
省（2019c）の「『外国人雇用状況』の届出状況
表一覧（平成30年10月末現在）」を参考に計
算した。

4） 外国人技能実習機構によると、送り出し機
関の定義は「技能実習生が国籍又は住所を有
する国又は地域の所属機関や団体監理型技
能実習生になろうとする者からの団体監理
型技能実習に係る求職の申込みを本邦の監
理団体に取り次ぐ者」としている。

5） 制度の流れについては主に国際研修協力機
構のホームページ（https://www.jitco.or.jp/）を
参考にした。

6） 秋田労働局は秋田県内の技能実習生の国籍
別、産業別の人数を公表していないため、
同局の担当者に問い合わせて「H30年10月
末現在における『外国人雇用状況』における
技能実習生の状況」（2019c）と題した資料を
提供してもらい、参照した。

7） 秋田労働局（2018b）『秋田県内の雇用情勢（平
成30年11月）』を参照した。
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男鹿のナマハゲ行事の変容と外部参加者受け入れの動向
根　岸　　洋・長谷川　綾子

要旨
　1973 年に重要無形民俗文化財に登録された「男鹿のナマハゲ」は、秋田県を代表する
観光資源であり、2018 年に「来訪神：仮面・仮装の神々」の一つとしてユネスコの無形
文化遺産に選ばれ世界に知られることになった。反面、若者によって担われてきた本行
事は少子高齢化による後継者不足に悩まされており、観光客や外国人等の外部参加者の
受け入れを始めた地区もある。本稿では、男鹿半島各地の集落に伝わる伝統行事であっ
たナマハゲが、観光資源としての「なまはげ」に変容してきた経緯を振り返る。他方、
昭和・平成に実施されたアンケート調査の比較を通じて、伝統行事としての諸要素が時
代の要請に応じて変容したことを論じる。外国人留学生も受け入れている椿・双六での
聞き取り調査を紹介し、無形文化遺産としての真実性を何に求めるべきか考察を行う。
キーワード：男鹿のナマハゲ、無形文化遺産、外部参加者、真正性

Abstract

The “Oga no Namahage” folk event, which was designated as a Significant Intangible Folk 
Cultural Property in 1973, has been a major tourism resource of Akita Prefecture. It gained 
worldwide recognition after the inscription of “Raiho-shin, ritual visits of deities in masks and 
costumes” on the UNESCO’s Intangible Cultural Heritage list in 2018. However, the traditional 
“Namahage” event, originally carried out by younger generations, has suffered from a shortage 
of successors due to the declining birthrate and aging population. To address this issue, some 
communities have begun to accept external participants such as tourists and foreigners. This 
paper reviews how a traditional event inherited through generations in every community across 
the Oga Peninsula has transformed into a common tourism opportunity. Comparative studies of 
questionnaire surveys from the Showa and Heisei eras reveal drastic changes in various elements 
of “Namahage” traditional event in response to changing times and social needs. In addition, 
the paper also discusses the authenticity as an Intangible Cultural Heritage through a case 
study of Tusbaki-Sugoroku community, which has accepted overseas students as “Namahage” 
participants.
Keywords: Oga no Namahage, Intangible Cultural Heritage, External Participants, Authenticity

Change of “Oga no Namahage” and Acceptance of Outsiders
NEGISHI Yo and HASEGAWA Ryoko
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1 ．はじめに
秋田県は、国指定重要無形民俗文化財

の数で全国最多を誇る県であり、県市町
村指定の無形民俗文化財を多く有してい
る。伝統的祭礼や行事は地域共同体（コ
ミュニティ）の魂であり、人口構成の国際
化、グローバル化という現代的文脈にあっ
ても、連綿と続く地域アイデンティティを
成立ならしめうる重要な要素と言える。

少子高齢化が全国一の速度で進む本県
においては、既に続けるのが難しくなっ
た地域の祭礼や行事が多数あると想定さ
れる。続けている地域であっても、かつ
て実施主体となっていた若い世代が減少
しているために、準備作業の簡略化や複
数の地域による合同開催など、数十年前
とはかけ離れたかたちに変容してしまっ
ている事例を見聞きする。

このような状況において、伝統的な祭
礼や行事が近い将来どのような形で継承
されていくべきかは、地域の担い手と研
究教育機関である大学とが、連携して取
り組むべき社会的課題と言える。なぜな
ら、文化遺産として継承されるべき真正
性（authenticity）とは、過去に遡って厳密
に定義されるものではなく、地域住民や
後継者としての若者など、多くの利害関
係者の中で広く共有され、醸成されるべ
き概念だからである。

本研究課題の「地域の祭礼・伝統文化の
継承と外国人受け入れ」班は、多文化共
生の時代に伝統文化がいかにして継承さ
れるのか、また外国人を含む外部参加者
の参加によって生まれる多様性を包摂す

る新たな「伝統」は生まれうるのかについ
て検討する実践的研究である。2018 年 10
月の採択通知後、秋田市の竿燈行事、男
鹿市のナマハゲ行事について、各自治体
担当者の協力を得つつ先行研究の取りま
とめを行い、行事関係者を対象に聞き取
り調査を実施した。共に国指定の重要無
形民俗文化財に指定された伝統行事であ
り、少なくとも近年、大学を媒介として
外国人留学生を参加者として受け入れた
実績がある。

本稿ではこのうち「男鹿のナマハゲ」行
事を取り上げる。1973 年に重要無形民俗
文化財に指定された本行事は、秋田県を
代表する観光資源でもあり、2018 年に「来
訪神：仮面・仮装の神々」の一つとしてユ
ネスコの無形文化遺産に選ばれその価値
が世界的に知られることとなった。反面、
若者によって担われてきたとされる本行
事は、少子高齢化による後継者不足に直
面しており、外部参加者の受け入れはそ
の延長線上で必然的に起きている現代的
現象と考えられる。当然のことながら現
況に至るまでには、外部との関係性に変
化があったはずである。

本稿は、まず伝統行事としての「ナマハ
ゲ」が観光資源の「なまはげ」に変容して
いった歴史的経緯を振り返り、行事の主
体側が観光客を含む外部とどのように関
わってきたのかを論じる（2 章）。次に昭
和 52 年（1977）と平成 27 年（2015）に行
われたアンケート調査を元に、文化財指
定された「男鹿のナマハゲ」に生じた内的
変容についてまとめ、外部参加者受け入
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れに関する記録を抽出すると共に（3 章）、
近年、外国人を含む外部参加者を受け入
れている椿双六で行った聞き取り調査の
概要を報告する（4 章）。以上を踏まえた
上で、少子高齢化と共に多文化共生が進
む現代、伝統行事「男鹿のナマハゲ」が、
外部参加者を受け入れつつ無形文化遺産
としての真正性を保持していくために何
が必要か、論点のまとめを行う（5 章）。

2 ．観光資源への変容と外部との関わり

（1）戦前におけるナマハゲの発見
明治以降から戦前に至るまで、男鹿の

ナマハゲ行事がどのように語られてきた
のかについては、八木（2009）による緻
密な分析がある。本行事は明治後半期か
ら学術雑誌に取り上げられており、柳田
國男による『雪国の春』（1928 年）の出版
によって多くの読者の知るところとなっ
た。加えて、昭和前半期にかけて名勝記・
観光案内・地誌など多くの媒体によって
その「奇習」としての特徴が既に紹介され
ていたことに驚かされる。さらに秋田魁
新報をはじめとしたマスメディアに登場
することで、既に名勝地として知られて
いた男鹿半島に付随する添え物としてで
はなく、独立したテーマ性を有する地域
資源として語られるようになった。

八木は、男鹿のナマハゲが「発見されや
がて全国的な知名度を得る過程」におい
て、その担い手達が「自らの慣習を民俗文
化として客体化」したと指摘している（同
前：110 -111）。その詳細については同論

文を参照して頂きたいが、1930 年代の出
版物に北浦町相川の青年団有志がナマハ
ゲに扮した写真が繰り返し登場し、また
船川港町の青年団がラジオ出演したこと
から分かるように、外部の目を意識した

「ナマハゲ」イメージの固定化が、ある程
度はかられていたと言えそうである。

なお、幾人かの研究者が伝統行事につ
いての民俗学的調査を実施しているもの
の（高橋 1941 等）、研究目的以外での外部
参加者がいたかどうか時は不明である 1）。

（2）�高度成長期以降におけるナマハゲの
観光商品化

昭和 29 年（1954）に誕生した男鹿市は
翌年に現在の市域を確定させ、男鹿市観
光協会が設立された。同協会への聞き取
り調査によれば、1960 年代にはナマハゲ
をモチーフとした民芸品（お土産品）、市
内の観光拠点での写真撮影などが既に行
われていたとのことである。昭和 36 年

（1961）に「なまはげ踊り」が創作され、
昭和 39 年（1964）には旧正月に行われて
いた村々のナマハゲ行事と、修験道との
関わりのある紫燈祭事を融合させた「なま
はげ紫灯まつり」が創られるなど、ナマハ
ゲの商品化は男鹿半島自体が急速に観光
地化された高度成長期に進行した（八木
2017）。

昭和 30～40 年代に年間数百万人にも
達した男鹿半島への観光客が体験したナ
マハゲは、観光用に演じられ、今日の
我々にも共有されたイメージに基づく汎
用的な「なまはげ」像であった（八木同
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前）。伝統行事として行われてきたナマハ
ゲの姿は多様である一方、この時代に言
わば「観光用のなまはげ」が作られていた
点に留意すべきであろう。

当時、ナマハゲ行事の担い手や一般の
市民はこのような観光なまはげをどのよ
うに見ていたのであろうか。1966 年に
飯ノ森地区で文化人類学的調査を行った
Yamamoto（1978）は、男鹿半島に伝わる
珍奇な行事として宣伝される様子や、紫
灯祭りに対する住民の無関心な態度を描
いている。他の地域も同様であったかは
わからないものの、少なくともこの時代
の地域住民にとって、大晦日に行われる
伝統行事としての「ナマハゲ」と、観光資
源としての「なまはげ」は全く異なるもの
として認識されていたことは認めてよい
であろう。

（3）観光文化としての「ナマハゲ」
今日、男鹿を訪れる観光客は、平成 8

年（1996）に開館した男鹿真山伝承館で
真山地区の伝統的ナマハゲ行事の再現を
疑似体験し、隣接するなまはげ館ではナ
マハゲ行事の歴史や半島内での多様性に
ついて学ぶことができる。また 2 月に開
催される「なまはげ柴灯まつり」は、冬の
観光資源として 50 年以上継続して開催さ
れており、地区ごとに異なる仮面を付け
たナマハゲ達を目撃できるよう工夫され
ている。これら年間約 11 万人 2）を越える
観光客に対しては、少なくとも高度成長
期とは異なる、「本物らしい」文化体験が
提供されていると言える。

これらの施設やイベントで体験できる
「ナマハゲ」は、従前の観光イメージには
留まらないという点において、前述した
観光なまはげとは一線を画している。特
に男鹿真山伝承館では、元来地元の人以
外が見ることが出来なかったナマハゲ習
俗を広く観光客にも知ってもらうために、
しきたりを厳粛に受け継いでいる真山地
区での行事の細部が再現されている。し
かし有料で提供している商品でもあり、

「観光客の期待」、「観光客との交感」、「パ
フォーマンスの内容」が常に意識されるア
トラクションとしての側面が強く、再創造
された「観光文化」（平 2007）と位置付け
るべきであろう 3）。

高度成長期と男鹿真山伝承館・なまは
げ館が開館した当時、さらにそれらが観
光資源として一般化した現代を比較した
際、伝統行事としてのナマハゲ、観光な
まはげ、さらに観光文化としての「ナマハ
ゲ」がどのように区別され、あるいは関連
づけられたかを考察した先行研究は少な
い。同じ男鹿市内であっても世代差・地域
差が大きいと予想され、一般化は難しい
と考えられる 4）。その一方、観光客のニー
ズがよりローカルな体験を求める方向に
転換している現代、大晦日の伝統行事す
ら観光の対象にされている事例もある。

3 ．民俗行事に生じた内的変容

（1）文化財指定と実態調査
前章で論じた観光資源化の経緯を踏ま

えた上で、伝統的な民俗行事としての「ナ
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マハゲ」の特徴と、それがいかに変容した
か振り返る。この作業によって、外部参
加者を受け入れるに至る理由や経緯を明
らかにするためである。

男鹿半島全域に古くから伝承されてき
た民俗行事「男鹿のナマハゲ」は、昭和
53 年（1978）5 月に国の重要無形民俗文
化財に指定された。指定理由は以下の通
りである。

「この行事の内容は各伝承地で細部にお
いて相違が認められるものの、ムラ内の
若者たちが面をかぶり、ワラで編んだ着
装具、ケデをつけて家々を訪れ、威厳の
ある所作でムラ人に接するという形態で
共通している。年の折目（トシコシ）に神
が来臨し、人々に祝福を与えるという趣
旨の行事は全国的に分布するが、男鹿の
ものほど古態をとどめ、かつ濃密な分布
をしめすところは少なく、わが国古来の
民間信仰の形態をしめす一典型例として
極めて重要である。」（男鹿市文化遺産を活
かした観光振興・地域活性化事業実行委
員会他 2013）

文化財指定のための事前調査として、
男鹿市・若美町によって「ナマハゲ保存会」
が結成され、昭和 52 年（1977）に「男鹿
のナマハゲ」行事の実態調査が行われた。
その成果として『記録　男鹿のナマハゲ』

（1～3 集）が刊行された（男鹿のナマハゲ
保存会 1980 、男鹿市・若美町 1981 、男
鹿市教委・若美町教委 1982）。本調査を
基にして、男鹿半島全域に共通する民俗

文化財としての特徴や、行事の細部に於
いて地域差がある点が明らかにされたの
である。

その後、男鹿市教育委員会による簡易
的なアンケート調査が複数回実施された
ほか、特定地区の変容についての文化
人類学的研究が行われた（稲 2005・李
1989）ものの、観光資源化が急速に進展
する中で民俗行事としての中身にどの
ような変容が生じたのかは、平成 27 年

（2015）の詳細調査（男鹿市教委・男鹿市
菅江真澄研究会 2017）に至るまで把握さ
れてこなかった。

（2）男鹿市教委による調査成果の比較
昭 和 52 年（1977）・ 平 成 27 年（2015）

の調査成果を比較した上で、外部参加者
がどのように受け入れられてきたのかを
振り返っておきたい（表 1～5）5）。

ナマハゲ行事の実施地区は、昭和 52 年
に 79 集落（3 集落で実施せず）であったの
に比べて、平成 27 年に 83 町内会で行わ
れており、実施率は調査対象（148）のう
ち 53 ％に相当する（天野 2017）。本項に
示す表 1～4 は、昭和・平成に行われた調
査報告書から集計して作成した。表 5 は
両報告書に記載されている集落のうち、特
に目立った変化が記録されている 10 箇所
を抽出してその概要をまとめた表である。

【行事の実施日】
旧暦が使われた明治・大正期には 1 月

15・16 日に行われていたが、昭和 10 年
頃から大晦日（12 月 30・31 日）も加えて
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年 2 回実施した移行期間があり、戦後は
おおよそ 12 月 30・31 日の大晦日に実施
するようになった（稲 2005：44 -46）。昭
和 52 年当時は 1 集落のみを除いて大晦
日に行われていた。また高度成長期に、
実施時間帯が深夜から午後 6～9 時に早
まったという記録がある（李前掲）。

【実施主体・資格の有無・年齢等】
昭和 52 年当時のナマハゲは、明治・大

正期から存在していた若者組織の青年会
が中心となっていた。平成 27 年にも継続
している町内もあるが、子供会・町内会
の既存組織や保存会が主体となっている。
また他町内に出張する事例も報告されて
いる（表 1）。

典型例は船川・比詰である。主体は青年
会から保存会へと移り、中断期間を挟ん
で子供会となった。また脇本・打ヶ崎や
戸賀・戸賀では、青年会以前にワカゼと
呼ばれた労働集団が実施主体であったと
記録されている（表 5）。

ナマハゲが一般書などに描かれる際に、
よく参加資格は未婚男性 6）とされるがそ

表 1　実施主体の変化

昭和 52年 平成 27年

青年会 53（71.6％） 15（20.0％）

青年・壮年有志 18（24.3％） 16（21.3％）

ナマハゲ保存会   3（  4.1％） 18（24.0％）

子供会・子供 
育成会の父母 − 14（18.7％）

町内会 − 10（13.3％）

他町のナマハゲ −   2（  2.7％）

の割合は昭和 52 年にも半数に届いておら
ず、平成 27 年にはさらに減少している

（表 2）。初めて行事に参加する年齢構成
を見ても 10 代から参加する町内数は半減
しており、平成 27 年には 30～40 歳代の
増加が目立つ（表 3）。

他方、平成 27 年には飛び入り参加を許
容したり、観光客・外国人留学生を受け
入れる町内が見受けられる。昭和 52 年に
は全く見られなかった現象であり、観光
客の参加を許容している受け入れ母体は、
各町内のナマハゲ保存会である（表 5）。

全体的にみて行事への外部参加者を受
け入れる町内会が増加傾向にあり、実施
主体・資格・年齢など全ての面で担い手が

表 2　資格の有無の変化

昭和 52年 平成 27年

未婚男性 26（43.3％） 4（16.7％）

年齢その他によ
る制限あり 10（16.7％） 3（12.5％）

年齢不問・既婚
者可・特になし 20（33.3％） 2（  8.3％）

町内組織のみ − 7（29.2％）

観光客・飛び入
り・外国人も可 − 8（33.3％）

その他   4（  6.7％） −

表 3　ナマハゲ行事に最初に参加する年齢

昭和 52年 平成 27年

中学生以下 −   3（  5.1％）

15-19 歳 43（71.6％） 21（35.6％）

20-29 歳 15（25.0％） 21（35.6％）

30-39 歳   1（  1.7％）   9（15.2％）

40 歳以上   1（  1.7％）   5（  8.5％）
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大きく変容したことが最大の理由と言え
よう。外国人の参加者を受け入れている
椿・双六の事例については次章で詳しく
記載する。

【ナマハゲ面の素材】
磯村（2004b）によって江戸時代まで遡

るとされた「杉・ケヤキ、その他の材」、
「ケヤキの皮」による面、戦前から登場し
たザル面の 3 種類が、昭和 52 年当時の主
体をなしていた（表 4）。平成 27 年にも素
材として木を用いる面は減っていないよ
うに見えるが、実際には製作年代の古い
木彫面はほとんど伝承されていないらし
い。購入した木彫面・石川千秋氏製作に
よる木彫面の使用例（北浦・一区など）が
増加している一方、ケヤキの皮やザルで
製作された面は大幅に減少している。

昭和 52 年に確認されていた集落独自の
面作りや補修といった行為は、平成 27 年
にはほとんど失われているようである。本
来的には各集落独特のナマハゲ面（日本海

域文化研究所 2004）によって顕著な地域
性が見られたが、技術の喪失や主体の変
化により市販品が用いられるようになった
経緯を読み解くことができる（表 5）。

このほか、受け入れる側の家人の作法
や訪問宅におけるナマハゲ自体の振る舞
いにも変化が見られ（表 5）、伝統行事の
諸要素は社会環境の変化に応じて内的変
容を遂げたと考えられる。後継者不足を
補うために地区外への声掛けを行ってい
る地区もある（男鹿中・滝中）。

外部参加者の受け入れは行事全体が変
容する中で言わば必然的に起きた現象で
あり、その是非を問う前に、現代にまで
続く歴史的・社会的文脈について知らな
ければならない。かような変容は男鹿市
内全域で進んでいるようであるが、伝統
的要素の変容度合いが少ない地域につい
ても対照例として抽出し、追加の聞き取
り調査を行う必要がある。

表 4　ナマハゲ面の素材比較

昭和 52年 平成 27年

杉・ケヤキ、その他の木製面 18（21.7％） 18（22.5％、木製・木彫面の計）

ケヤキの皮 22（26.5％） 2（  2.5％）

ザル 22（26.5％） 11（13.8％）

トタン   7（  8.4％） −

プラスチック 10（12.1％）
25（31.2％、市販面として一括）

購入した木彫面   4（  4.8％）

石川千秋面 − 14（17.5％）

その他 − 10（12.5％）
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表 5　地区ごとの詳細比較（※変容の目立つ町内を抽出）

【地区名】
町内名

行事の主体、人数・所役・年齢・資格 面の作成年代・特徴

【船川】
女川

昭和：青壮年の男子（18−45歳まで）
平成：�青年会（中学生〜60歳、飛び入り参

加可）

昭和：�昭和48−9年頃までは木彫面使
用

平成：市販の面を加工したものを使用

【船川】
比詰

昭和：�青年会（年齢20−30歳の未婚の男子）・
その後伝統行事保存会・10年位中止

平成：子供会及び有志（高校生以上）

昭和：杉の木で作られたもの
平成：�30年位前からの面を直して使

用・角は木製、毛は麻（？）

【椿】
双六

昭和：�青年会（中卒以上−30歳くらいまでの
独身男性）・その後保存会（有志）

平成：�双六ナマハゲ行事保存会（大学生か
ら70歳まで・外国人留学生を含む）

昭和：�70−80年くらい前にスギで作
成・その後紛失

平成：桐の木の市販のものを使用

【脇本】
打ヶ崎

昭和の記録以前：若勢
昭和：青年会（17−23歳）
平成：�なまはげ保存会（中高生−60代まで。

他町村観光客も参加を認めている）

昭和：�竹で編んだザル、角や鼻は木、
毛はモグを使用

平成：�40年くらい前のものはなまは
げ館に寄付・14、5年前に赤青
1組製作

【船越】
西町

昭和：若衆（青年）少年の若者
平成：�西町なまはげ実行会（40代−50代後

半の町内の有志・人数合わせのため
高校生含むときあり）

昭和：�ケヤキの木をはいで造る・その
他神やザル使用

平成：�個人所有で2組分、5個ある・1
組分は他町内より借り入れる

【五里合】
中石

昭和の記録以前：若者頭
昭和：�青年会（18−25歳の男性独身者に限る）
平成：中石伝承会

昭和：�大正初期のケヤ木の皮の面・大
正中期のブリキ面

平成：杉の皮の面・現在は市販の面

【男鹿中】
滝川

昭和：�青年会（昔は未婚限定、既婚者も含む）
平成：�ナマハゲ保存会（50−60代中心、観

光客参加自由）

昭和：ケヤキか梨のような材質の木製
平成：地区大工により木彫り4面作成

【北浦】
一区

昭和：地元の青年会（17−25歳）
平成：町内会（18歳−25歳）

昭和：ケヤキの皮
平成：20年前石川工房の製作による

【戸賀】
戸賀

昭和の記録以前：青年団のワカゼ
昭和：�青年会の有志（20歳−30歳）
平成：子どもの父親

昭和：�江戸時代後期に製作されたケヤ
キ皮をはいだもので面を、紙で
角を作成

平成：前から面を直して使用

【若美】
渡部

昭和の記録以前：終戦前は青年団員
昭和：�地域5ブロックの青壮年が中心・主

催は親の会（18−45歳）
平成：�子供会の父親が中心、成人した独身

の若い人も若干名いる（18−40歳中
心）

平成：�昭和40年代までは地区ごとに
手作りの面を作っていたが、子
供会の親が中心になってからは
木彫り面を業者に依頼して使用
している町内がほとんど。
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家人の諸準備・作法 備　　　　　　考

昭和：�昔はお膳を出していたが、簡素化し出
さないように町内で申し合わせをした。

昭和：�昔は町内の大きな部屋を借りて反省会を
したが、現在は集落の公民館で行う。

昭和：�戦前までは2回回った（集落内の有識者宅
から始まった）、現在は公民館より上手と
下手に分かれる。

平成：ナマハゲが家に上がるとき、作法等はない。
平成：�料理を作るのが大変という家庭がある

が、質素で良いと伝えている。
平成：�最近ワラがなくなったので、ここ10年く

らいはスゲ草を8月に刈り取ってケラづく
りをしている。過去に10人ほど留学生参
加。

昭和：�お膳を据えて待つ。餅の代わりにお金
を渡す家が増えている。

平成：�御祝儀袋とお膳お酒をふるまうが、玄
関先でお祝儀袋のみを渡す世帯が多
い。

—

昭和：餅・酒・お膳を用意。
平成：�お酒・ビールを振る舞うこともある。

ほとんど玄関で対応。

平成：�市の交付金で実施できている部分が大き
い。

平成：�子どもが少なくなってきたので問答は
主人との掛け合い。

平成：�マスコミの取材を積極的に受け入れ、記者
になまはげをやってもらったこともある。

昭和：餅を準備、主人は着物を着て待つ。
平成：�玄関口での問答が多い。酒・ビールの

他にジュースとつまみ。餅もなく、お
金だけ。

平成：�準備作業への参加者は多いが、当日行事へ
の参加が年々減少している。地区外へ住ん
でいる若者への声掛けを強化してかろう
じて継続している。

昭和：特別にお膳を作らず餅をすえる。
平成：お膳を2人前とお酒を用意。

—

—

昭和：�若妻を戒める意味から子供をたしなめる
意味へ変わってきた。

昭和：お膳、酒、モチを用意。
平成：�お膳を用意する家は半分ほど。飲めな

いなまはげのためにジュースやコーラ
も準備している。

平成：�住宅環境の変化もあり、過去ほど玄関の戸
を激しくたたかない。大潟村に入植した
人々からの要請で、出前ナマハゲをしたこ
とがある。
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4�．椿地区・双六における外国人留学生
の受け入れ

（1）聞き取り調査の概要
平成 27 年時調査で外部参加者を受け

入れていると回答した町内の中でも、特
に近年変化が目立っているのは椿地区の
双六である（表 5）。三浦幹夫氏が双六
ナマハゲ行事保存会の代表に就任して以
来、積極的に外国人留学生の受け入れる
等、新たな取り組みを行っている。以下、
2019 年 3 月に氏を対象に行なった聞き取
り調査の内容について記載する。

双六町内では 1980 年代頃までは青年会
が主体となってナマハゲ行事を実施して
いたが、年末の漁業の多忙さや代表の頻
繁な変更などから行き詰まるようになっ
た。そのため、20 年前頃に青年会の残り
のメンバーで同保存会を結成してから間
もなく、若い担い手の不足を補うために
外部参加者の受け入れを始めた。少子化・
人口減少も深刻であり、保存会は現在平
均年齢約 70 歳、わずか 5 名にて運営して
いる（表 5）。15 年ほど前から、大晦日前
後に町内の旅館に大学生や外国人観光客
が宿泊し、ナマハゲ行事の見学を希望す
るようになったため、彼らが見学だけで
なく体験もできるように外部参加者の受
け入れを始めた。

双六における近年の取り組みの一例と
して、東北大学大学院の留学生受け入れ
事業 7）が挙げられる。2018 年度にまず 4
名のオーストラリア人学生が参加したが、
翌年には 22 歳から 29 歳の男性 3 名・女

性 2 名の計 5 名が参加した（3 名がブラジ
ル出身、2 名がコロンビア出身）。この時
には大晦日の伝統行事に受け入れた訳で
はなかったので、女性の参加も特別に許
可することになった。受け入れ側として
は保存会のメンバーのほか、ナマハゲ面
づくりは男鹿市地域おこし協力隊隊員の
協力を仰いだ。

この時の「ナマハゲ体験」は 2 日間に
及ぶものであった。初日には双六児童館
にてお面づくりが行われた。軽量で便利
な断熱材を使用し、地域おこし協力隊隊
員や家々の主人が交代で指導にあたった。
参加者は旅館に宿泊し、2 日目午前中はケ
デづくり、午後は神社にて神入りをした。
また、お膳やお酒の振る舞い方、問答に
ついても講義を行った。問答に関しては、
新年を祝う「おめでとうございます」の言
葉や無病息災、五穀豊穣を祈る主人との
会話等、最低でも 1 つから 2 つは覚えて、
そして自分の言葉で話すことが出来るよ
うに指導した。

参加者は「貴重な体験ができた」と、と
ても喜んでいる様子であった。参加者の
多くは日本語があまり話せなかったもの
の、通訳なしでも身振り手振りでコミュ
ニケーションが取れ、この受け入れを成
功させることができたため、受け入れ側
の自信につながった。また、参加者はナ
マハゲ行事を学ぼうという意気込みが強
く、面作りなどに関して独創性に富んで
おり、日本人よりも指導しやすかったと
言う。受け入れ側の方でも、女性の方が
ケデ作りを得意とするなど新たな発見も
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あったとのことである。

（2）外部参加者の受け入れ方
伝統行事としてのナマハゲの役割をヨ

ソ者である外国人にも開放したのは極め
て珍しい取り組みであり、内外から批判
的な意見は絶えないという。しかし双六
は高齢化のみならず過疎化が深刻であり、
現在保存会の最年少メンバーが 50 代と担
い手に若い人が不足しているため、行事
継続のためには新たな取り組みが必要だ
と三浦氏は認識している。

氏は、外国人の参加やメディアの取材
の受け入れに際しては、回覧板にて地域
住民に伝え事前理解を得るべく努めてい
る。その一方で、ナマハゲの衣装から抜
け落ちたワラの後始末や料理の準備に関
する不満を受け、衣装のワラの部分を 3
分の 1 に減らし、振る舞い料理を質素に
するようにと呼びかけを行っている。そ
れでも大晦日の家族団欒を重要視して行
事の受け入れを拒む世帯や、個別の家で
はなく旅館でのナマハゲ行事見学を希望
する世帯も出てきている。

外国人を含む外部参加者の受け入れと
いう先進的な取り組みが、伝統行事とし
ての「男鹿のナマハゲ」の広い周知に果た
している役割は大きいと考えられる。無
形文化遺産に登録されたことも手伝い、
最近では双六が県内外のメディアに取り
上げられることが多くなっている。近年
では双六に刺激されてか、過去にナマハ
ゲ行事が途絶えた地区でも復活させよう
という動きが出てきている。民俗行事と

してのナマハゲを体験できる機会は少な
いので、このような取り組みを通じて外
国人観光客の誘客に繋げる必要があるの
ではないかと三浦氏は語る。

（3）まとめ
双六は保存会のリーダーシップのもと、

かなり柔軟かつ先進的な取り組みを行
なっている町内であるが、やはり観光客
や外国人とは言っても女性に「ナマハゲ」
面を被らせるのには抵抗があるという。
旧来の伝統には全くない要素であり、周
囲からの批判を考えてまだ踏み切ること
が出来ないでいるのが現状である。8）

本研究の一環として筆者のうち根岸が、
2018 年大晦日のナマハゲ行事に国際教養
大学学生・留学生と共に参加した際にも、
女性にどのような役目を演じてもらうべ
きか話題になった。外部参加者の受け入
れ方、特に女性を参加させる方法につい
て、受け入れ側、参加者側、地域住民の
意見を聞き、対話を続けていくことが重
要である。

椿・双六のナマハゲ保存会は、本稿で
紹介した観光なまはげや観光文化として
のナマハゲではなく、伝統行事の一員と
して加わる形、あるいはそのデモンスト
レーションの体験という、これまでには
ない形での継承のあり方を模索している
ように思われる。外部参加者がもたらす
多様性を包摂する新たな「伝統」は生まれ
うるのかを、実践的に検証することを目
指す本研究では、今後も当該町内、ある
いはそれに影響を受けた他の町内を分析
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対象とする予定である。

5 ．無形文化遺産としての真正性
最後に、ユネスコの無形文化遺産に選ば

れた「男鹿のナマハゲ」が、今後継承して
いくべき真正性について触れておきたい。

ユネスコの無形文化遺産制度が始まり、
2009 年には来訪神行事として「甑島のト
シドン」が単独で提案、登録されたが、続
いて 2011 年に提案された「男鹿のナマハ
ゲ」はトシドンとの類似性を指摘され登録
には至らなかった。2014 年 10 月、男鹿市
が主導して「来訪神行事保存・振興全国協
議会」が結成され、トシドンを拡張し、ナ
マハゲ等を包含する形でのグループ提案
が行われることとなった。審査先送りや
構成行事の増加をへて 2017 年 3 月に 10
の行事によるグループとして再提案され、
2018 年 11 月に無形文化遺産保護条約代
表一覧表への記載が実現した。

文化庁による再提案では、「来訪神行事」
は「伝承されている各地域において，時代
を超え、世代から世代へと受け継がれてき
た年中行事」9）と位置付けられている。これ
らは一つ一つが独自性を有する「祭礼（信
仰）」とは区別され、普遍的な行事が多く含
まれる「年中行事」に相当するとされた。

政府間委員会は記載決定時、来訪神行
事が受け継がれていくことで、「地域の
人々、とりわけ子どもたちは、アイデン
ティティを造成し、コミュニティへの帰
属意識を発展させ，相互の絆を強めて」お
り、「祖先の教えに従い、コミュニティの
人々は、関連する知識を継承する責任を

持つ伝承者としての役目を務めつつ、行
事を準備し、執り行う責任を共有し、協
力している」10）との決議文を示している。

無形文化遺産に値するものとして評価
を受けたのは、日本全国に分布する「異形
威風の民俗神」（小林 2019）行事群として
の包括性・多様性と、地域アイデンティ
ティを継承していく上での「伝承者−子ど
もたち」の関係性のあり方 11）に他ならな
い。もちろん国に民俗文化財として指定
された価値とは重なる部分もあるとは言
え、力点の置かれ方が異なることに注意
する必要がある。誤解を恐れずに言うな
らば無形文化遺産の保護にとって、伝統
的な習俗を可能な限り変容させずに守っ
ていくことよりも、遺産を継承するべき
地域コミュニティがあり続けることの方
が重視されているのである。「来訪神行事」
の文化遺産としての真正性（authenticity）
の議論は、以上のような認識に則って進
めていく必要がある。

本稿では民俗行事としての「男鹿のナマ
ハゲ」が、汎用的な観光なまはげへと変
容する一方、特定の施設やイベントにお
いて「観光文化」が創られたこと、さらに
伝統的な行事そのものに内的変容が生じ
たことを論じた。また、椿地区・双六な
どの幾つかの町内では観光客や外国人留
学生などの外部参加者を受け入れること
で、新たな形での継承のあり方を模索し
ていることも紹介した。現代の「男鹿のナ
マハゲ」は、まさに「常に変容する過程」

（Foster 2013 :312）そのものなのである。
外部参加者もその変容過程の中の一つ
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のピースにすぎない筈であるが、文化遺
産としての真正性を脅かす最も大きな要
素とみなされることが多いように思われ
る。無形文化遺産の継承においては、担
い手が誰であるかを見極めた上で、彼ら
にとって核となる部分を時代に合わせて
保持していくことが重要である（飯田，
2016）。担い手不足が深刻になる中、外部
参加者をコミュニティに加えての行事の
継承は可能なのか、また継承されるべき

「男鹿のナマハゲ」の真正性とは何か、外
部参加者の受け入れられ方に着目して今
後研究を進めていきたい。
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【注】
1） 例えば建築家ブルーノ・タウトは、昭和7

年2月9日にNHK秋田放送局で行われた「出
前ナマハゲ」をみて感想を著書『日本美の再
発見』に書き記している（磯村2004a）。

2） なまはげ館の平成30年度利用者数である。
『平 成30年 版 市 勢 統 計 要 覧』（http://www.
city.oga.akita.jp/index.cfm/12,19103,c,ht

ml/19103/20181210-155201.pdf）を参照。
3） 平（2008：33）による観光空間の分類は以下

の通りである。
　 【公然の観光空間】ホストである地元の観光

提供者が人為的に再現した場面を積極的に
演出し、その演出を観光客が意識してみる
観光空間。「なまはげ柴燈まつり」が相当す
る。

　 【暗黙裡の観光空間】ゲストである観光客が
ホストの演出に気づかず、それをあたかも
本物の民俗行事の「ナマハゲ」が再現された
ものとして受け入れる観光空間。男鹿真山
伝承館の「ナマハゲ」実演に相当する。

4） 男鹿温泉郷がある湯元地区で文化人類学的
調査を実施したFoster（2013：309）は、様々
な形で商品化された「なまはげ」について、

「訪問者に向けて発信される力強いアイデン
ティティの源」であるとしている。

5） 既に天野（2017）が同資料に基づいた分析を
行っているが、筆者独自の集計基準を設け
たことに加え、外部参加者を受け入れるた
めの内的変容を主眼に置いており、結論に
若干の違いがあることに留意されたい。

6） 「未婚男性」は戦前のワカゼ、青年会とも重
なる属性であり、漁村で機能していたであ
ろう若者組織の成員の特徴である。未婚を
文化財としての伝統とみなすべきかどうか
留意が必要である。

7） 復興庁による「新しい東北」交流拡大モデ
ル 事 業 に 選 ば れ た、「TOHOKU WONDER 
PROGRAM」（提案者：株式会社第一広告社）
によって同大学院の学生が双六を訪問した。

8） このほか羽立駅前地区では、地域おこし協
力隊員（女性）の行事への参加の可否が話し
合われた。担い手に女性を受け入れる事へ
の反発・違和感は根強く、面作り等の準備
作業に留まった（『朝日新聞』2018年12月22
日・2019年1月1日）。
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9） 別紙1「来訪神：仮面・仮装の神々」の提案
概 要 を 参 照 し た。（http://www.bunka.go.jp/
koho_hodo_oshirase/hodohappyo/__icsFiles/
afieldfile/2018/11/29/a1411125_02.pdf）

10） 第13回政府間委員会の決議内容（仮訳）を
参 照 し た。（http://www.bunka.go.jp/koho_
hodo_oshirase/hodohappyo/__icsFiles/
afieldfile/2018/11/29/a1411125_03.pdf）

11） 石垣は、祭礼に比べて伝承基盤が弱く、変
質しやすい年中行事であるナマハゲ行事が
近・現代を通して伝承されてきた背景とし
て、「躾ともいうべき教育的機能」が強調さ
れて「近代教育的機能の拡大・強化」がは
かられると共に、神事としての色合いが鮮
明に打ち出されることによって、「子供を
戒めるナマハゲ」像が一般化したのではな
いかと論じている（石垣2018：60-61）。
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